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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくともλ／４板を有する円偏光板と有機エレクトロルミネッセンス素子とを備える
有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置であって、
　該λ／４板が、アセチル基置換度が２．００～２．５５の範囲内であるセルロースアセ
テートと、平均置換度が３．０～６．０の範囲内である下記一般式（１）で表される化合
物とを含有し、下式（１）で表される面内リターデーション値Ｒｏ（５５０）が１００～
１８０ｎｍの範囲内であり、かつ２３℃、５５ＲＨ％環境下で測定した面内の最大弾性率
が、４．０ＧＰａ以上であることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス画像表示装
置。
【化１】

〔式中、Ｒ１～Ｒ８は、各々、水素原子、置換若しくは無置換のアルキルカルボニル基、
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又は置換若しくは無置換のアリールカルボニル基を表し、Ｒ１～Ｒ８は、各々同じであっ
ても異なっていてもよい。〕
　式（１）
　　　Ｒｏ（５５０）＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ（単位：ｎｍ）
〔式中、ｎｘは、フィルム面内の遅相軸ｘ方向における屈折率を表す。ｎｙは、フィルム
面内のｘ方向に直交するｙ方向における屈折率を表す。ｄは、フィルムの膜厚（ｎｍ）を
表す。各々の屈折率は、２３℃、５５％ＲＨの環境下で、測定波長５５０ｎｍで測定する
。〕
【請求項２】
　前記λ／４板の面内での最大弾性率となる方向が、画像表示装置の画面の長手方向に対
して、３５～５５°の範囲の傾きを有することを特徴とする請求項１に記載の有機エレク
トロルミネッセンス画像表示装置。
【請求項３】
　前記円偏光板の偏光子を挟んで、前記λ／４板とは反対側の面に位置する保護フィルム
が、２３℃、５５ＲＨ％環境下で測定した面内の最大弾性率が、４．０ＧＰａ以上である
ことを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の有機エレクトロルミネッセンス画像表示
装置。
【請求項４】
　前記保護フィルムの面内での最大弾性率となる方向が、画像表示装置の画面の長手方向
に対して３５～５５°の範囲の傾きを有し、かつ該保護フィルムの面内での最大弾性率と
なる方向と、前記λ／４板の面内の最大弾性率の方向とが平行であることを特徴とする請
求項３に記載の有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置。
【請求項５】
　前記保護フィルムが、前記λ／４板と同一であることを特徴とする請求項３又は請求項
４に記載の有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置に関し、より詳しくはλ／４板
を有する円偏光板と有機エレクトロルミネッセンス素子とを備える有機エレクトロルミネ
ッセンス画像表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来使用されている液晶画像表示装置は、液晶を封じ込める目的で液晶層の両側にガラ
ス等の透明基板があり、更に光漏れを補償すべく該液晶層の両側にそれぞれ位相差板を有
する偏光板を有していた。透明基板や偏光板は装置内の温度上昇により伸張や収縮を起こ
すが、該液晶画像表示装置においては液晶層の両側にガラス等の透明基板と２枚の偏光板
が存在していたためある程度バランスが取れ、液晶画像表示装置の歪み等は大きな問題と
ならなかった。
【０００３】
　それに対し、近年、消費電力が少なく容積が小さい面発光素子を持つ有機エレクトロル
ミネッセンス画像表示装置のニーズが高まり、特に大型画面化の要求が高まっている。有
機エレクトロルミネッセンス画像表示装置は、ガラス、ポリイミド等の透明基板上に金属
電極、有機発光層、透明電極を積層して発光体である素子（有機エレクトロルミネッセン
ス素子）を形成しており、その上に、入射した外部光が反射電極で反射するのを防ぐ目的
で、円偏光板を該素子の前面に用いる構成を有している。
【０００４】
　すなわち、上記構成では、薄膜化の観点も踏まえてガラス、ポリイミド等の透明基板、
偏光板を、いずれも１枚しか有しておらず、その結果、装置内の温度上昇による伸張や収
縮により、有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置（以下、パネルともいう。）のた
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わみが発生するという新たな問題が発生した。特に、大型画面になる程、このたわみの発
生量が大きく、特に、パネルの長手方向（画面の横方向）への影響が大きい。よって、有
機エレクトロルミネッセンス画像表示装置の大型画面化は困難であった。
【０００５】
　特許文献１及び特許文献２には、有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置やセルロ
ースアシレートを含有するλ／４板、円偏光板について開示されているが、特に前者は、
モバイル機器用途の小画面の画像表示装置に関するものであり、上記大型画面の画像表示
装置におけるパネルのたわみ等の課題を解決するものではない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００９－１３２１３６号公報
【特許文献２】特開２００９－２５１２８８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従って、本発明の課題は、大型画面であっても装置内の温度上昇によるたわみがなく、
かつ視認性、耐久性及び耐光性に優れた有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置を提
供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者は、有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置におけるたわみの防止方法に
ついて鋭意検討した結果、単純にガラス等の透明基板を追加してバランスさせる方法では
、コスト上昇、厚膜化／質量の増加、光取出し効率の低下等が起こるため、更に、構成部
材の検討を詳細に行った結果、有機エレクトロルミネッセンス素子より視認側に、弾性率
の高いフィルムを装着することで、上記たわみを抑制できることを見出した。
【０００９】
　すなわち、弾性率の高いフィルムとして最適な部材を検討する中で、円偏光板を構成す
るλ／４板を、弾性率の高いフィルムで構成することにより、コスト及びフィルム性能を
保ちつつ、上記課題を解決できるものと考え、更に詳細に検討した結果、該λ／４板の形
成に、延伸適性に優れるアセチル基置換度が２．００～２．７０の範囲にあるセルロース
アセテートを樹脂として採用し、かつ２３℃、５５ＲＨ％の環境下で測定した面内の最大
弾性率が、４．０ＧＰａ以上となるように調整することによって、パネルのたわみを顕著
に改良できること見出し、本発明に至ったものである。
【００１０】
　従って、本発明の上記課題は、以下の構成により達成される。
【００１１】
　１．少なくともλ／４板を有する円偏光板と有機エレクトロルミネッセンス素子とを備
える有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置であって、
　該λ／４板が、アセチル基置換度が２．００～２．５５の範囲内であるセルロースアセ
テートと、平均置換度が３．０～６．０の範囲内である下記一般式（１）で表される化合
物とを含有し、下式（１）で表される面内リターデーション値Ｒｏ（５５０）が１００～
１８０ｎｍの範囲内であり、かつ２３℃、５５ＲＨ％環境下で測定した面内の最大弾性率
が、４．０ＧＰａ以上であることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス画像表示装
置。
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【化１】

〔式中、Ｒ１～Ｒ８は、各々、水素原子、置換若しくは無置換のアルキルカルボニル基、
又は置換若しくは無置換のアリールカルボニル基を表し、Ｒ１～Ｒ８は、各々同じであっ
ても異なっていてもよい。〕
【００１２】
　式（１）
　　　Ｒｏ（５５０）＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ（単位：ｎｍ）
〔式中、ｎｘは、フィルム面内の遅相軸ｘ方向における屈折率を表す。ｎｙは、フィルム
面内のｘ方向に直交するｙ方向における屈折率を表す。ｄは、フィルムの膜厚（ｎｍ）を
表す。各々の屈折率は、２３℃、５５％ＲＨの環境下で、測定波長５５０ｎｍで測定する
。〕
【００１３】
　２．前記λ／４板の面内での最大弾性率となる方向が、画像表示装置の画面の長手方向
に対して、３５～５５°の範囲の傾きを有することを特徴とする第１項に記載の有機エレ
クトロルミネッセンス画像表示装置。
【００１４】
　３．前記円偏光板の偏光子を挟んで、前記λ／４板とは反対側の面に位置する保護フィ
ルムが、２３℃、５５ＲＨ％環境下で測定した面内の最大弾性率が、４．０ＧＰａ以上で
あることを特徴とする第１項又は第２項に記載の有機エレクトロルミネッセンス画像表示
装置。
【００１５】
　４．前記保護フィルムの面内での最大弾性率となる方向が、画像表示装置の画面の長手
方向に対して３５～５５°の範囲の傾きを有し、かつ該保護フィルムの面内での最大弾性
率となる方向と、前記λ／４板の面内の最大弾性率の方向とが平行であることを特徴とす
る第３項に記載の有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置。
【００１６】
　５．前記保護フィルムが、前記λ／４板と同一であることを特徴とする第３項又は第４
項に記載の有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置の円偏光板に、高い弾性
率を有するλ／４板を使用することで、画像表示装置内の温度上昇によるパネルのたわみ
を抑制することができる。特に、長手方向に対して斜め方向に延伸したλ／４板を使用す
ると、画像表示装置画面の斜め方向に、λ／４板面内の最も弾性率の高い方向を配置する
ことができるため改良効果が大きい。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置の構成の一例を示す模式図
【図２】λ／４板の面内の最大弾性率となる方向と、画像表示装置の画面の長手方向の関
係を示す模式図
【図３】テンターによる斜め延伸を示す模式図
【図４】本発明に用いる斜め延伸テンターの模式図
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【図５】パネルのたわみを示す模式図
【図６】立体画像に対応した有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置の模式図
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明を実施するための形態について詳細に説明するが、本発明はこれらに限定
されるものではない。
【００２０】
　請求項１に係る本発明の有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置（以降、単に有機
ＥＬ画像表示装置という。）は、少なくともλ／４板を有する円偏光板と有機ＥＬ素子と
を備える有機ＥＬ画像表示装置であって、該λ／４板が、アセチル基置換度が２．００～
２．５５の範囲内であるセルロースアセテートと、平均置換度が３．０～６．０の範囲内
である前記一般式（１）で表される化合物とを含有し、下式（１）で表される面内リター
デーション値Ｒｏ（５５０）が１００～１８０ｎｍの範囲内であり、かつ、２３℃、５５
ＲＨ％環境下で測定した面内の最大弾性率が、４．０ＧＰａ以上であることを特徴とし、
係る構成によって、λ／４板の面内の弾性率を高め、大型画面であっても、装置内の温度
上昇によるパネルのたわみがない有機ＥＬ画像表示装置を提供するものである。
【００２１】
　式（１）
　　　Ｒｏ（５５０）＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ（単位：ｎｍ）
　上記式（１）において、ｎｘは、フィルム面内の遅相軸ｘ方向における屈折率を表す。
ｎｙは、フィルム面内のｘ方向に直交するｙ方向における屈折率を表す。ｄは、フィルム
の膜厚（ｎｍ）を表す。なお、各々の屈折率は、２３℃、５５％ＲＨの環境下において、
測定波長５５０ｎｍで測定する。
【００２３】
　特定のアセチル基置換度を有するセルロースアセテートと、前記一般式（１）で表され
る化合物とを含有するλ／４板は、延伸を行うことにより高い弾性率を有するλ／４板を
作製することができる。
【００２４】
　請求項２に係る発明は、前記λ／４板の面内の最大弾性率となる方向が、画像表示装置
の画面の長手方向に対して、３５～５５°の傾きの範囲であることを特徴とする有機ＥＬ
画像表示装置である。
【００２５】
　本発明者は、パネルのたわみを防止するには、λ／４板の最大弾性率方向がパネルの長
手方向に対して斜め方向になるように配置することにより、該λ／４板がたわみ防止の楔
のような役割を果たすことにより、たわみの発生を低減することができることを見出した
。
【００２６】
　請求項３に係る発明は、前記円偏光板の偏光子を挟んで、前記λ／４板とは反対側の面
に位置する保護フィルムが、２３℃、５５ＲＨ％環境下で測定した面内の最大弾性率が、
４．０ＧＰａ以上であることを特徴とする有機ＥＬ画像表示装置であり、本発明に係る円
偏光板の偏光子を挟持するλ／４板と保護フィルムの両者が、ともに高い弾性率を有する
フィルムである場合、パネルのたわみを更に抑制することができる。
【００２７】
　請求項４に係る発明は、前記保護フィルムの面内での最大弾性率となる方向が、画像表
示装置の画面の長手方向に対して３５～５５°の範囲の傾きを有し、かつ該保護フィルム
の面内での最大弾性率となる方向と、前記λ／４板の面内の最大弾性率の方向とが平行で
あることを特徴とする有機ＥＬ画像表示装置である。
【００２８】
　前記保護フィルムとλ／４板の面内の最大弾性率となる方向が平行であって、かつ画像
表示装置の画面の長手方向に対して３５～５５°の傾きを有する場合に、パネルのたわみ
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を更に抑制することができる。
【００２９】
　請求項５に係る発明は、偏光子の両面にλ／４板を配置することにより、パネルのたわ
みがなく、表示品位に優れる３Ｄ（立体）画像表示用の有機ＥＬ画像表示装置を提供する
ことができる。
【００３０】
　以下、本発明を詳細に説明する。
【００３１】
　《有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置》
　図１に、本発明の有機ＥＬ画像表示装置の構成の一例を示すが、これに限定されるもの
ではない。
【００３２】
　ガラスやポリイミド等を用いた透明基板１上に、順に金属電極２、ＴＦＴ３、発光層を
含む有機機能層４、透明電極（ＩＴＯ等）５、絶縁層６、封止層７、フィルム８（省略可
）を有する有機ＥＬ素子Ｂ上に、偏光子１０をλ／４板９と保護フィルム１１によって挟
持した円偏光板Ｃを設けて、有機ＥＬ画像表示装置Ａを構成する。この保護フィルム１１
は、更に反射防止層１２を有していてもよい。上記有機ＥＬ素子Ｂの厚さは、透明基板１
を除いて約１μｍ程度である。
【００３３】
　一般に、有機ＥＬ画像表示装置は、透明基板上に金属電極と、有機発光層を含む有機機
能層と透明電極とを順に積層して発光体である素子（有機ＥＬ素子）を形成している。こ
こで、有機機能層は、種々の有機薄膜の積層体であり、例えば、トリフェニルアミン誘導
体等からなる正孔注入層と、アントラセン等の蛍光性の有機固体からなる有機発光層との
積層体や、あるいはこのような発光層とペリレン誘導体等からなる電子注入層の積層体や
、これらの正孔注入層、有機発光層、及び電子注入層の積層体等、種々の組み合わせを有
する構成が知られている。
【００３４】
　有機ＥＬ画像表示装置は、透明電極と金属電極に電圧を印加することによって、有機発
光層に正孔と電子とが注入され、これら正孔と電子との再結合によって生じるエネルギー
が蛍光物質やリン光発光性化合物を励起し、励起された蛍光物質が基底状態に戻るときに
光（例えば、蛍光やリン光）を放射する、という原理で発光する。途中の再結合というメ
カニズムは、一般のダイオードと同様であり、このことからも予想できるように、電流と
発光強度は印加電圧に対して整流性を伴う強い非線形性を示す。
【００３５】
　有機ＥＬ画像表示装置においては、有機発光層から発光を取り出すため、少なくとも一
方の電極が透明であることが好ましい態様であり、通常、インジウム－スズの複合酸化物
（以下、ＩＴＯと略記する。）などの透明導電体で形成した透明電極を陽極として用いて
いる。一方、電子注入を容易にして発光効率を上げるには、陰極に仕事関数の小さな物質
を用いることが重要で、通常、Ｍｇ－Ａｇ、Ａｌ－Ｌｉなどの金属電極を用いている。
【００３６】
　このような構成の有機ＥＬ画像表示装置においては、有機発光層は、厚さ１０ｎｍ程度
と極めて薄い膜で形成されている。このため、有機発光層も透明電極と同様、光をほぼ完
全に透過する特性を備えている。その結果、非発光時には、透明基板の表面から入射した
光は、透明電極と有機発光層とを透過して金属電極で反射し、再び透明基板の表面側へと
放射されるため、外部から視認したとき、有機ＥＬ画像表示装置の表示面が鏡面のように
観察される。
【００３７】
　上記問題に対し、電圧の印加によって発光する有機発光層の表面側に透明電極を備える
とともに、有機発光層の裏面側に金属電極を備える構成の有機ＥＬ素子を含む有機ＥＬ画
像表示装置においては、透明電極の表面側（視認側）に偏光板を設けるとともに、これら
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透明電極と偏光板との間に位相差板を設けることにより、上記課題を解決している。
【００３８】
　すなわち、位相差板及び偏光板は、各々外部から入射して金属電極で反射してきた光（
外光）を偏光する作用を有するため、その偏光作用によって、金属電極の鏡面を外部から
視認させないという効果を発現することができる。特に、位相差板を１／４波長板で構成
し、かつ偏光板と位相差板との偏光方向のなす角をπ／４に調整すれば、金属電極の鏡面
を完全に遮蔽することができる。
【００３９】
　この有機ＥＬ画像表示装置に入射する外光は、偏光板により直線偏光成分のみが透過し
、この直線偏光は、位相差板により一般に楕円偏光となるが、とくに位相差板がλ／４板
で、しかも偏光板と位相差板との偏光方向のなす角がπ／４のときに、円偏光となる。
【００４０】
　この円偏光は、透明基板、透明電極、有機機能層を透過し、金属電極で反射して、再び
有機機能層、透明電極、透明基板を透過して、位相差板に再び直線偏光として戻ってくる
。そして、この直線偏光は、偏光板の偏光方向と直交しているので、偏光板を透過できな
い。その結果、金属電極の鏡面を完全に遮蔽することができるものである。
【００４１】
　《λ／４板》
　本発明に係る円偏光板で用いるλ／４板について説明する。
【００４２】
　本発明に係るλ／４板は、特定の波長の直線偏光を円偏光に（又は、円偏光を直線偏光
に）変換する機能を有するものをいう。λ／４板は、所定の光の波長（通常、可視光領域
）に対して、層の面内位相差値Ｒｏが該波長の約１／４となるように設計されている。
【００４３】
　本発明に係るλ／４板は、波長５５０ｎｍで測定した面内方向のリターデーション値Ｒ
ｏ（５５０）が１００～１８０ｎｍの範囲であることを特徴とする。
【００４４】
　本発明に係るλ／４板は、可視光線領域の波長の全ての光に対して１／４波長の位相差
を与えるもの、即ち逆波長分散（Ｒｏ（４５０）＜Ｒｏ（５５０）＜Ｒｏ（６５０））を
有するλ／４板であることが好ましい。正波長分散においてもλ／４板とλ／２板を積層
することでλ／４を達成することが可能だが、積層だと厚さ方向の位相差（Ｒｔｈ）上昇
や軸ズレによる視認性低下が起こる。本発明のように、セルロースアセテートのような逆
波長分散を有する材料を使用し、単層で広帯域を達成したλ／４板は、視認性だけでなく
コストや生産性の観点からも好ましい。
【００４５】
　波長４５０ｎｍで測定した面内方向のリターデーション値をＲｏ（４５０）、波長５５
０ｎｍで測定した面内方向のリターデーション値をＲｏ（５５０）、波長６５０ｎｍで測
定した面内方向のリターデーション値をＲｏ（６５０）としたとき、λ／４板の波長分散
は、Ｒｏ（４５０）／Ｒｏ（６５０）の比の値が１．００未満であり、好ましくは０．９
７以下、より好ましくは０．９５以下である。特に、視認感度の高い緑から赤において、
λ／４であることが好ましく、Ｒｏ（５５０）／Ｒｏ（６５０）の比の値が０．９８以下
であることが好ましく、より好ましくは０．９６以下、更に好ましくは０．９４以下であ
る。
【００４６】
　上記で示したリターデーション値Ｒｏ（５５０）は、下式（１）で表されるリターデー
ション値Ｒｏである。
【００４７】
　式（１）
　　　Ｒｏ（５５０）＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ（単位：ｎｍ）
　上記式（１）において、ｎｘは、フィルム面内の遅相軸ｘ方向における屈折率を表す。
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ｎｙは、フィルム面内のｘ方向に直交するｙ方向における屈折率を表す。ｄは、フィルム
の膜厚（ｎｍ）を表す。なお、各々の屈折率は、２３℃、５５％ＲＨの環境下において、
測定波長５５０ｎｍで測定する。
【００４８】
　本発明に係るＲｏ（５５０）は、自動複屈折率計を用いて測定することができる。自動
複屈折率計ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ（王子計測機器（株）製）を用いて、２３℃、５５％
ＲＨの環境下で、５５０ｎｍでの複屈折率測定によりＲｏ（５５０）を算出する。同様に
して、測定波長４５０ｎｍにおけるＲｏ（４５０）及び測定波長５６０ｎｍにおけるＲｏ
（６５０）も算出することができる。
【００４９】
　λ／４板の遅相軸の角度と偏光子の透過軸との角度が実質的に４５°になるように積層
することにより、円偏光板が得られる。即ち、λ／４板と偏光子とがいずれも長尺状フィ
ルムの形態であり、λ／４板の基材フィルム長手方向に対する遅相軸の角度（即ち配向角
θ）が「実質的に４５°」であると、偏光フィルムの長手方向に平行な方向に透過軸、又
は吸収軸がある偏光子と長手方向を合わせて積層貼合することで、生産性よく長尺状円偏
光板フィルムが形成できる。
【００５０】
　従って、本発明に係るλ／４板の基材フィルム長手方向に対する配向角θは「実質的に
４５°」であることが好ましい。本発明でいう「実質的に４５°」とは、長手方向を基点
として、３５～５５°の範囲内であることを意味する。
【００５１】
　より詳細には、本発明に係るλ／４板の前記配向角θは、４０～５０°の範囲内である
ことが好ましく、４２～４８°の範囲内であることがより好ましく、４３～４７°の範囲
内であることが更に好ましく、４４～４６°の範囲内であることが最も好ましい。
【００５２】
　〔円偏光板〕
　本発明に係る円偏光板は、少なくとも偏光子とλ／４板で構成され、有機ＥＬ画像表示
装置に使用することにより、有機ＥＬ発光体の金属電極の鏡面反射を遮蔽する効果を発現
させることができる。
【００５３】
　また、前記λ／４板を斜め延伸することによって遅相軸の角度（即ち配向角θ）を長手
方向に対して「実質的に４５°」となるようにすると、面内の最大弾性率となる方向も長
手方向に対して「実質的に４５°」となり、該λ／４板を有する円偏光板を、長手方向を
揃えて有機ＥＬ画像表示装置に装着すると、λ／４板の最大弾性率方向が画面の長手方向
に対して３５°～５５°となり、該λ／４板がたわみ防止の楔のような役割を果たしてた
わみが改良される。
【００５４】
　図２に、λ／４板の面内の最大弾性率となる方向と、画像表示装置の画面の長手方向の
関係を示す。
【００５５】
　図２に示すように、有機ＥＬ画像表示装置３１の画面の長手方向３２と、λ／４板の面
内の最大弾性率となる方向３３とがなす角度θが、３５～５５°の範囲であることが好ま
しい。
【００５６】
　従って、本発明に係る円偏光板は、長尺状の斜め延伸されたλ／４板をロールｔｏロー
ルで貼合した長尺状の円偏光板であることが好ましく、図２に示すようにその長手方向が
有機ＥＬ画像表示装置３１の画面の長手方向３２と一致するように装着することが、本発
明の効果を得る観点で好ましい実施態様である。
【００５７】
　また、本発明に係る円偏光板は、偏光子を前記λ／４板と保護フィルムによって挟持す
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る構成をとることが好ましく、該保護フィルムも、２３℃、５５ＲＨ％環境下で測定した
面内の最大弾性率が、４．０ＧＰａ以上であることが、パネルのたわみを更に抑制するこ
とができる観点から好ましい。
【００５８】
　本発明の有機ＥＬ画像表示装置は、紫外線による劣化を防止する観点から、本発明に係
る円偏光板が紫外線吸収機能を備えていることが好ましい。視認側の保護フィルムが紫外
線吸収機能を備えていると、偏光子と有機ＥＬ素子の両方を紫外線から保護できて好まし
いが、さらに発光体側のλ／４板も紫外線吸収機能を備えていると、より有機ＥＬ素子の
劣化を抑制できて好ましい。
【００５９】
　本発明に係る円偏光板は、偏光子としてヨウ素、又は二色性染料をドープしたポリビニ
ルアルコールを延伸したものを使用し、（λ／４板）／偏光子／保護フィルムの構成で貼
合して製造することができる。
【００６０】
　本発明に係る円偏光板に好ましく用いられる偏光子としては、ポリビニルアルコール系
偏光フィルムが挙げられる。これには、ポリビニルアルコール系フィルムに、ヨウ素を染
色させたものと、二色性染料を染色させたものがある。ポリビニルアルコール系フィルム
としては、エチレンで変性された変性ポリビニルアルコール系フィルムが好ましく用いら
れる。偏光子は、ポリビニルアルコール水溶液を製膜し、これを１軸延伸させて染色する
か、染色した後、２軸延伸してから、好ましくはホウ素化合物で耐久性処理を施したもの
が用いられている。延伸は、フィルム製膜方向に１軸延伸を行うことが好ましい。
【００６１】
　偏光子の膜厚は５～４０μｍの範囲、好ましくは５～３０μｍの範囲であり、特に好ま
しくは、５～２０μｍの範囲である。
【００６２】
　円偏光板は、一般的な方法で作製することができる。アルカリ鹸化処理した本発明に係
るλ／４板は、ポリビニルアルコール系フィルムを、ヨウ素溶液中で浸漬延伸して作製し
た偏光子の少なくとも一方の面に、完全鹸化型ポリビニルアルコール水溶液を用いて貼り
合わせることが好ましい。もう一方の面には、前記保護フィルムを、同様に鹸化処理して
貼合することが好ましい。
【００６３】
　円偏光板は、更に円偏光板の一方の面にプロテクトフィルムを、反対面にセパレートフ
ィルムを貼合して構成することができる。プロテクトフィルム及びセパレートフィルムは
、偏光板出荷時あるいは製品検査時等において、円偏光板を保護する目的で用いられる。
【００６４】
　〔λ／４板の面内の最大弾性率〕
　一般的な液晶表示装置においては、例えば、特開２００７－２５６６３７号公報では、
弾性率が３．４～４．４ＧＰａの範囲にある横延伸セルロースアセテートを用いた偏光板
により、カールを改良する技術が開示されている。ただし、ここで開示されている技術は
、偏光板のカールを改良することで、液晶パネルの生産性を向上することが目的であり、
本発明の有機ＥＬ画像表示装置の装置内の温度上昇によるパネルたわみを抑制する目的と
は、明らかに異なるものである。
【００６５】
　本発明の有機ＥＬ画像表示装置に使用されるλ／４板の面内の最大弾性率は、４．０Ｇ
Ｐａ以上であることを特徴とするが、４．５～８．０ＧＰａの範囲内が好ましく、５．０
～７．０ＧＰａの範囲内であることがより好ましい。
【００６６】
　この面内の最大弾性率を得るため、λ／４板に適用する樹脂としては、低アセチル基置
換度のセルロースアセテートであること好ましく、セルロースアセテートのアセチル基置
換度は、２．００～２．７０の範囲であり、更に２．００～２．５５の範囲が好ましく、
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２．２０～２．４５の範囲が特に好ましい。
【００６７】
　加えて高弾性化手段としては、後述する一般式（１）で表される糖エステル等の添加剤
を低置換度のセルロースアセテートと共に用い、更に延伸することによって、セルロース
アセテートの分子を配向させて、弾性率を高める方法が好ましい。
【００６８】
　本発明に係る最大弾性率の測定は、試料を、２３℃、５５％ＲＨの環境下で２４時間調
湿し、ＪＩＳ　Ｋ７１２７に記載の方法に準じて、引っ張り試験器、例えば、オリエンテ
ック（株）製のテンシロンＲＴＡ－１００を使用して弾性率を求める。試験片の形状は１
号形試験片で、試験速度は１０ｍｍ／分の条件で、任意方向に対し０°から１５°毎の方
向に測定し、求めた弾性率のうち最大のものを最大弾性率とし、更に、その方向を最大弾
性率の方向とする。
【００６９】
　〔セルロースアセテート〕
　本発明に係るλ／４板では、有機ＥＬ素子の透明基板が熱による伸張又は収縮で１方向
にたわむのを防ぐため、高弾性の光学フィルムであることが必要である。更に、リターデ
ーション発現性が高く、高いリターデーションを有する位相差フィルムとする場合であっ
ても、薄膜化が可能であること、高いリターデーションを発現させても延伸倍率を低く抑
えることができ、破断等の故障を回避できるなどの観点から、アセチル基置換度が、２．
００～２．７０の範囲内であるセルロースアセテートからなるフィルムが用いることを特
徴の一つとする。
【００７０】
　本発明で規定するアセチル基置換度の測定方法は、ＡＳＴＭのＤ－８１７－９１に準じ
て実施することができ、好ましいアセチル基置換度は、２．００～２．５５の範囲内であ
り、更に好ましくは２．２０～２．４５の範囲である。
【００７１】
　セルロースアセテートのアセチル基置換度が、２．００以上であれば、ドープ粘度の上
昇によるフィルム面品質の劣化や延伸張力の上昇によるヘイズアップなどの発生を抑制す
ることができる。また、アセチル基置換度が２．７０以下であれば、所望の位相差を得る
ことができる。
【００７２】
　セルロースアセテートの数平均分子量（Ｍｎ）は、３００００～３０００００の範囲で
あることが、得られるフィルムの機械的強度が強くなる観点から好ましい。更には、５０
０００～２０００００の範囲のものが好ましく用いられる。
【００７３】
　セルロースアセテートの重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）の比（Ｍｗ／
Ｍｎ）の値は、１．４～３．０の範囲であることが好ましい。
【００７４】
　セルロースアセテートの数平均分子量（Ｍｎ）、重量平均分子量（Ｍｗ）は、いずれも
ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）を用いて測定する。
【００７５】
　具体的な測定条件は、以下のとおりである。
【００７６】
　溶媒；メチレンクロライド
　カラム；Ｓｈｏｄｅｘ　Ｋ８０６、Ｋ８０５、Ｋ８０３Ｇ（昭和電工（株）製を３本接
続して使用した）
　カラム温度；２５℃
　試料濃度；０．１質量％
　検出器；ＲＩ　Ｍｏｄｅｌ　５０４（ＧＬサイエンス社製）
　ポンプ；Ｌ６０００（日立製作所（株）製）
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　流量；１．０ｍｌ／ｍｉｎ
　校正曲線：標準ポリスチレンＳＴＫ　ｓｔａｎｄａｒｄ　ポリスチレン（東ソー（株）
製）Ｍｗ＝１００００００～５００の１３サンプルによる校正曲線を使用した。１３サン
プルは、ほぼ等間隔に用いる。
【００７７】
　セルロースアセテートの原料であるセルロースとしては、特に限定はないが、綿花リン
ター、木材パルプ（針葉樹由来、広葉樹由来）、ケナフ等を挙げることができる。また、
それらから得られたセルロースアセテートは、それぞれ任意の割合で混合して使用するこ
とができる。
【００７８】
　本発明に用いられるセルロースアセテートは、公知の方法により製造することができる
。具体的には、例えば、特開平１０－４５８０４号公報に記載の方法に準じて合成するこ
とができる。
【００７９】
　市販品としては、ダイセル社製のＬ２０、Ｌ３０、Ｌ４０、Ｌ５０等、イーストマンケ
ミカル社製のＣａ３９８－３、Ｃａ３９８－６、Ｃａ３９８－１０、Ｃａ３９８－３０、
Ｃａ３９４－６０Ｓ等が挙げられる。
【００８０】
　〔添加剤〕
　（１）糖エステル化合物
　本発明に係るλ／４板においては、下記一般式（１）で表される化合物（以下、本発明
に係る糖エステル化合物という。）を含有することが、延伸によるヘイズを防ぎ、安定な
位相差発現及び高い弾性率を付与する上で好ましい。
【００８１】
【化２】

【００８２】
　上記一般式（１）において、Ｒ１～Ｒ８は、各々、水素原子、置換若しくは無置換のア
ルキルカルボニル基、又は置換若しくは無置換のアリールカルボニル基を表し、Ｒ１～Ｒ

８は、各々同じであっても、異なっていてもよい。
【００８３】
　本発明に係る一般式（１）で表される化合物の平均置換度は、３．０～６．０の範囲で
あることが、高い弾性率を付与し、延伸処理を行っても、ヘイズ上昇を抑制し安定な位相
差を発現する上で有効である。平均置換度としてより好ましくは、４．５～６．０の範囲
である。
【００８４】
　本発明において、一般式（１）で表される化合物の置換度とは、一般式（１）に含まれ
る８つのヒドロキシ基のうち、水素原子以外の置換基で置換されている数を表す。すなわ
ち、一般式（１）で示す構造のＲ１～Ｒ８のうち、水素原子以外の基を含む数を求め、こ
れを置換度とする。したがって、Ｒ１～Ｒ８が全て水素原子以外の置換基により置換され
た場合に、置換度は最大値である８．０となり、Ｒ１～Ｒ８が全て水素原子である場合に
は、置換度は０となる。
【００８５】
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　一般式（１）で表される化合物においては、ヒドロキシ基の数、ＯＲ基の数が固定され
た単一種の化合物を合成することは困難であり、式中のヒドロキシ基の数、ＯＲ基の数の
異なる成分が数種類混合された化合物となることが知られている。従って、本発明におけ
る一般式（１）で表される化合物の置換度としては、平均置換度を用いることが適当であ
り、常法により高速液体クロマトグラフィーによって置換度分布を示すチャートの面積比
から平均置換度を測定することができる。
【００８６】
　本発明に係る一般式（１）で表される化合物である糖エステル化合物の合成において、
合成に用いる原料の糖の例としては、例えば、以下のようなものを挙げることができるが
、本発明はこれらに限定されるものではない。
【００８７】
　グルコース、ガラクトース、マンノース、フルクトース、キシロース、アラビノース、
ラクトース、スクロース、ニストース、１Ｆ－フラクトシルニストース、スタキオース、
マルチトール、ラクチトール、ラクチュロース、セロビオース、マルトース、セロトリオ
ース、マルトトリオース、ラフィノース、ケストース等を挙げることができる。
【００８８】
　この他には、ゲンチオビオース、ゲンチオトリオース、ゲンチオテトラオース、キシロ
トリオース、ガラクトシルスクロースなども挙げられる。
【００８９】
　本発明に係る一般式（１）で表される化合物である糖エステル化合物の合成において、
用いられるモノカルボン酸としては、特に制限はなく、公知の脂肪族モノカルボン酸、脂
環族モノカルボン酸、芳香族モノカルボン酸等を用いることができる。用いられるカルボ
ン酸は、１種類でもよいし２種以上の混合であってもよい。
【００９０】
　好ましい脂肪族モノカルボン酸の例としては、酢酸、プロピオン酸、酪酸、イソ酪酸、
吉草酸、カプロン酸、エナント酸、カプリル酸、ペラルゴン酸、カプリン酸、２－エチル
－ヘキサンカルボン酸、ウンデシル酸、ラウリン酸、トリデシル酸、ミリスチン酸、ペン
タデシル酸、パルミチン酸、ヘプタデシル酸、ステアリン酸、ノナデカン酸、アラキン酸
、ベヘン酸、リグノセリン酸、セロチン酸、ヘプタコサン酸、モンタン酸、メリシン酸、
ラクセル酸等の飽和脂肪酸、ウンデシレン酸、オレイン酸、ソルビン酸、リノール酸、リ
ノレン酸、アラキドン酸、オクテン酸等の不飽和脂肪酸等を挙げることができる。
【００９１】
　好ましい脂環族モノカルボン酸の例としては、シクロペンタンカルボン酸、シクロヘキ
サンカルボン酸、シクロオクタンカルボン酸、又はそれらの誘導体を挙げることができる
。
【００９２】
　好ましい芳香族モノカルボン酸の例としては、安息香酸、トルイル酸等の安息香酸のベ
ンゼン環に１～５個のアルキル基若しくはアルコキシ基を導入した芳香族モノカルボン酸
、ケイ皮酸、ベンジル酸、ビフェニルカルボン酸、ナフタリンカルボン酸、テトラリンカ
ルボン酸等のベンゼン環を２個以上有する芳香族モノカルボン酸、又はそれらの誘導体を
挙げることができるが、その中でも、特に、安息香酸が好ましい。
【００９３】
　本発明に係る一般式（１）で表される化合物の具体例を以下に示すが、これらは、Ｒ１

～Ｒ８を全て同じ置換基Ｒとした場合であって、本発明はこれらに限定されない。
【００９４】



(13) JP 5975034 B2 2016.8.23

10

20

30

【化３】

【００９５】



(14) JP 5975034 B2 2016.8.23

10

20

30

40

50

【化４】

【００９６】
【化５】

【００９７】
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　本発明に係る糖エステル化合物は、糖エステルに、アシル化剤（エステル化剤としては
、例えば、アセチルクロライドの酸ハロゲン化物、無水酢酸等の無水物。）を反応させる
ことによって製造することが可能であり、置換度の分布は、アシル化剤の量、添加のタイ
ミング、エステル化反応の時間の調節によって適宜行うことができるが、置換度違いの糖
エステル化合物の混合、あるいは純粋に単離した置換度違いの化合物を適宜混合すること
により、目的の平均置換度、置換度４以下の成分を調整することができる。
【００９８】
　〈合成例：本発明に係る一般式（１）で表される化合物の合成〉
【化６】

【００９９】
　撹拌装置、還流冷却器、温度計及び窒素ガス導入管を備えた四頭コルベンに、ショ糖を
３４．２ｇ（０．１モル）、無水安息香酸を１３５．６ｇ（０．６モル）、ピリジンを２
８４．８ｇ（３．６モル）仕込み、撹拌下で窒素ガス導入管から窒素ガスをバブリングさ
せながら昇温し、７０℃で５時間のエステル化反応を行う。
【０１００】
　次に、コルベン内を４×１０２Ｐａ以下に減圧し、６０℃で過剰のピリジンを留去した
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後、コルベン内を１．３×１０Ｐａ以下に減圧し、１２０℃まで昇温させ、無水安息香酸
、生成した安息香酸の大部分を留去する。そして、次に、トルエンを１Ｌ、０．５質量％
の炭酸ナトリウム水溶液を３００ｇ添加し、５０℃で３０分間撹拌後、静置して、トルエ
ン層を分取する。最後に、分取したトルエン層に水を１００ｇ添加し、常温で３０分間水
洗した後、トルエン層を分取し、減圧下（４×１０２Ｐａ以下）、６０℃でトルエンを留
去させ、化合物Ａ－１、Ａ－２、Ａ－３、Ａ－４及びＡ－５等の混合物である糖エステル
化合物１を得ることができる。
【０１０１】
　得られた混合物を、高速液体クロマトグラフィー－質量分析（ＨＰＬＣ－ＭＳ）で解析
したところ、化合物Ａ－１が１．２質量％、化合物Ａ－２が１３．２質量％、化合物Ａ－
３が１４．２質量％、化合物Ａ－４が３５．４質量％、化合物Ａ－５等が４０．０質量％
であった。平均置換度は５．２である。
【０１０２】
　同様に、上記本発明に係る一般式（１）で表される化合物の合成において、無水安息香
酸の使用量を１３５．６ｇ（０．６モル）から、それぞれ１５８．２ｇ（０．７モル）、
１４６．９ｇ（０．６５モル）、１２４．３ｇ（０．５５モル）と当モルのピリジンとを
反応させた以外は同様にして、表１に記載の各構成成分及び平均置換度を有する各糖エス
テル化合物を得ることができる。
【０１０３】
【表１】

【０１０４】
　上記で得られた各混合物の一部を、シリカゲルを用いたカラムクロマトグラフィーによ
り精製することで、それぞれ純度１００％のＡ－１、Ａ－２、Ａ－３、Ａ－４及びＡ－５
等を得ることができる。
【０１０５】
　なお、上記でいうＡ－５等とは、置換度が４以下の全ての成分、すなわち、置換度４、
３、２、１の化合物の混合物であることを意味する。また、平均置換度は、Ａ－５等を置
換度４として計算する。
【０１０６】
　本発明においては、ここで調製した方法により、所望の平均置換度に近い糖エステル及
び単離したＡ－１～Ａ－５等を組み合わせ添加することにより、平均置換度を調整するこ
とができる。
【０１０７】
　〈ＨＰＬＣ－ＭＳの測定条件〉
　１）ＬＣ部
　装置；日本分光（株）製カラムオーブン（ＪＡＳＣＯ　ＣＯ－９６５）、ディテクター
（ＪＡＳＣＯ　ＵＶ－９７０－２４０ｎｍ）、ポンプ（ＪＡＳＣＯ　ＰＵ－９８０）、デ
ガッサ－（ＪＡＳＣＯ　ＤＧ－９８０－５０）
　カラム；Ｉｎｅｒｔｓｉｌ　ＯＤＳ－３　粒子径５μｍ　４．６×２５０ｍｍ（ジーエ
ルサイエンス（株）製）



(17) JP 5975034 B2 2016.8.23

10

20

30

40

50

　カラム温度；４０℃
　流速；１ｍｌ／ｍｉｎ
　移動相；テトラヒドロフラン（１％酢酸）：Ｈ２Ｏ（５０：５０）
　注入量；３μｌ
　２）ＭＳ部
　装置；ＬＣＱ　ＤＥＣＡ（Ｔｈｅｒｍｏ　Ｑｕｅｓｔ（株）製）
　イオン化法；エレクトロスプレーイオン化（ＥＳＩ）法
　Ｓｐｒａｙ　Ｖｏｌｔａｇｅ；５ｋＶ
　Ｃａｐｉｌｌａｒｙ温度；１８０℃
　Ｖａｐｏｒｉｚｅｒ温度；４５０℃
　本発明に係るλ／４板においては、上記説明した本発明に係る糖エステル化合物を、λ
／４板全質量に対し、１～２０質量％の範囲、特には、３～１５質量％の範囲で含むこと
が好ましい。この範囲内であれば、本発明の優れた効果を呈すると共に、原反保管中にお
けるブリードアウトなどの発生を抑制することができ好ましい。
【０１０８】
　（２）可塑剤
　本発明に係るλ／４板には、組成物の流動性や柔軟性を向上するため、可塑剤を併用す
ることもできる。可塑剤としては、例えば、フタル酸エステル系、脂肪酸エステル系、ト
リメリット酸エステル系、リン酸エステル系、ポリエステル系、エポキシ系、多価アルコ
ールエステル系等の各可塑剤が挙げられる。この中で、ポリエステル系と多価アルコール
エステル系の可塑剤が好ましく用いられる。ポリエステル系可塑剤は、他の可塑剤に比べ
て非移行性や耐抽出性に優れる。用途に応じてこれらの可塑剤を選択、あるいは併用する
ことによって、広範囲の用途に適用できる。
【０１０９】
　ポリエステル系可塑剤は、１～４価のカルボン酸と、１～６価のアルコールとの反応物
であるが、主に２価カルボン酸とグリコールとを反応させて得られたものが用いられる。
代表的な２価カルボン酸としては、グルタル酸、イタコン酸、アジピン酸、フタル酸、ア
ゼライン酸、セバシン酸などが挙げられる。また、ポリエステル系可塑剤としては、好ま
しくは芳香族末端エステル系可塑剤である。芳香族末端エステル系可塑剤としては、例え
ば、フタル酸、アジピン酸、少なくとも１種のベンゼンモノカルボン酸及び少なくとも１
種の炭素数２～１２のアルキレングリコールとを反応させた構造を有するエステル化合物
が好ましく、最終的な化合物の構造としてアジピン酸残基及びフタル酸残基を有していれ
ばよく、エステル化合物を製造する際には、ジカルボン酸の酸無水物又はエステル化物と
して反応させてもよい。
【０１１０】
　ベンゼンモノカルボン酸成分としては、例えば、安息香酸、パラターシャリブチル安息
香酸、オルソトルイル酸、メタトルイル酸、パラトルイル酸、ジメチル安息香酸、エチル
安息香酸、ノルマルプロピル安息香酸、アミノ安息香酸、アセトキシ安息香酸等があり、
安息香酸であることが最も好ましい。また、これらは、それぞれ１種又は２種以上の混合
物として使用することができる。
【０１１１】
　炭素数が２～１２のアルキレングリコール成分としては、例えば、エチレングリコール
、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、１，２－ブタンジオ
ール、１，３－ブタンジオール、１，２－プロパンジオール、２－メチル－１，３－プロ
パンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、２，２－ジメチル
－１，３－プロパンジオール（ネオペンチルグリコール）、２，２－ジエチル－１，３－
プロパンジオール（３，３－ジメチロールペンタン）、２－ｎ－ブチル－２－エチル－１
，３プロパンジオール（３，３－ジメチロールヘプタン）、３－メチル－１，５－ペンタ
ンジオール１，６－ヘキサンジオール、２，２，４－トリメチル－１，３－ペンタンジオ
ール、２－エチル－１，３－ヘキサンジオール、２－メチル－１，８－オクタンジオール
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、１，９－ノナンジオール、１，１０－デカンジオール、１，１２－オクタデカンジオー
ル等が挙げられる。これらの中では、特に、１，２－プロピレングリコールが好ましい。
これらのグリコールは、１種又は２種以上の混合物として使用してもよい。
【０１１２】
　芳香族末端エステル系可塑剤は、オリゴエステル、ポリエステルの型のいずれでもよく
、分子量は１００～１００００の範囲が良いが、好ましくは３５０～３０００の範囲であ
る。また酸価は、１．５ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、ヒドロキシ基価は２５ｍｇＫＯＨ／ｇ以下
、より好ましくは酸価０．５ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、ヒドロキシ基価は１５ｍｇＫＯＨ／ｇ
以下のものである。
【０１１３】
　可塑剤は、λ／４板１００質量部に対して、０．５～３０質量部の範囲で添加すること
が好ましい。
【０１１４】
　本発明に係るλ／４板に適用可能な可塑剤の一例として、以下に示す例示化合物（２－
１～２－１３）が挙げられるが、本発明では、これらに限定されない。
【０１１５】
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【０１１６】
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【化８】

【０１１７】
　（３）多価アルコールエステル
　本発明で好ましく用いられる多価アルコールエステルは、２価以上の脂肪族多価アルコ
ールとモノカルボン酸のエステルより構成され、分子内に芳香環又はシクロアルキル環を
有することが好ましい。
【０１１８】
　本発明に用いられる多価アルコールは、下記一般式（ａ）で表される。
【０１１９】
　一般式（ａ）
　　　Ｒ１－（ＯＨ）ｎ

　上記一般式（ａ）において、Ｒ１は、ｎ価の有機基を表す。ｎは、２以上の正の整数を
表す。ＯＨ基は、アルコール性又はフェノール性のヒドロキシ基（水酸基）を表す。
【０１２０】
　好ましい多価アルコールとしては、例えば、以下のようなものを挙げることができる。
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【０１２１】
　アドニトール、アラビトール、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチ
レングリコール、テトラエチレングリコール、１，２－プロパンジオール、１，３－プロ
パンジオール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール、１，２－ブタンジ
オール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、ジブチレングリコール、１
，２，４－ブタントリオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、
ヘキサントリオール、ガラクチトール、マンニトール、３－メチルペンタン－１，３，５
－トリオール、ピナコール、ソルビトール、トリメチロールプロパン、トリメチロールエ
タン、キシリトールなどを挙げることができる。
【０１２２】
　中でも、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコール、ジプロピレングリコー
ル、トリプロピレングリコール、ソルビトール、トリメチロールプロパン、キシリトール
が好ましい。
【０１２３】
　多価アルコールエステルに用いられるモノカルボン酸としては、特に制限はなく、公知
の脂肪族モノカルボン酸、脂環族モノカルボン酸、芳香族モノカルボン酸などを用いるこ
とができる。
【０１２４】
　脂環族モノカルボン酸、芳香族モノカルボン酸を用いると、透湿性、保留性を向上させ
る点で好ましい。好ましいモノカルボン酸の例としては、以下のようなものを挙げること
ができるが、本発明はこれに限定されるものではない。
【０１２５】
　脂肪族モノカルボン酸としては、炭素数が１～３２の直鎖又は側鎖を有する脂肪酸を好
ましく用いることができる。
【０１２６】
　炭素数としては、１～２０の範囲であることがさらに好ましく、炭素数が１～１０の範
囲であることが特に好ましい。
【０１２７】
　好ましい脂肪族モノカルボン酸としては、例えば、酢酸、プロピオン酸、酪酸、吉草酸
、カプロン酸、エナント酸、カプリル酸、ペラルゴン酸、カプリン酸、２－エチル－ヘキ
サンカルボン酸、ウンデシル酸、ラウリン酸、トリデシル酸、ミリスチン酸、ペンタデシ
ル酸、パルミチン酸、ヘプタデシル酸、ステアリン酸、ノナデカン酸、アラキン酸、ベヘ
ン酸、リグノセリン酸、セロチン酸、ヘプタコサン酸、モンタン酸、メリシン酸、ラクセ
ル酸などの飽和脂肪酸、ウンデシレン酸、オレイン酸、ソルビン酸、リノール酸、リノレ
ン酸、アラキドン酸などの不飽和脂肪酸などを挙げることができる。その中でも、酢酸を
用いると、セルロースエステルとの相溶性が増すため好ましく、酢酸と他のモノカルボン
酸を混合して用いることも好ましい。
【０１２８】
　好ましい脂環族モノカルボン酸としては、例えば、シクロペンタンカルボン酸、シクロ
ヘキサンカルボン酸、シクロオクタンカルボン酸、又はそれらの誘導体を挙げることがで
きる。
【０１２９】
　好ましい芳香族モノカルボン酸としては、例えば、安息香酸、トルイル酸などの安息香
酸のベンゼン環にアルキル基を導入したもの、ビフェニルカルボン酸、ナフタリンカルボ
ン酸、テトラリンカルボン酸などのベンゼン環を２個以上持つ芳香族モノカルボン酸、又
はそれらの誘導体を挙げることができ、特に、安息香酸が好ましい。
【０１３０】
　多価アルコールエステルの分子量は、特に制限はないが、分子量としては、３００～１
５００の範囲であることが好ましく、３５０～７５０の範囲であることが更に好ましい。
【０１３１】
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　分子量が大きい方が、揮発し難くなるため好ましく、透湿性やセルロースアセテートと
の相溶性の観点からは小さい方が好ましい。
【０１３２】
　多価アルコールエステルに用いられるカルボン酸は、１種類でもよいし、２種以上の混
合であってもよい。また、多価アルコール中のヒドロキシ基は、全てエステル化してもよ
いし、一部をヒドロキシ基のままで残してもよい。
【０１３３】
　以下に、多価アルコールエステルの具体的化合物を示すが、これに限定されるものでは
ない。
【０１３４】
【化９】

【０１３５】



(23) JP 5975034 B2 2016.8.23

10

20

30

【化１０】

【０１３６】
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【化１２】

【０１３８】
　（４）紫外線吸収剤
　本発明に係るλ／４板、あるいは後述する保護フィルムには、紫外線吸収剤を含有する
ことが好ましく、用いることのできる紫外線吸収剤としては、例えば、ベンゾトリアゾー
ル系紫外線吸収剤、２－ヒドロキシベンゾフェノン系紫外線吸収剤又はサリチル酸フェニ
ルエステル系紫外線吸収剤等が挙げられる。例えば、２－（５－メチル－２－ヒドロキシ
フェニル）ベンゾトリアゾール、２－［２－ヒドロキシ－３，５－ビス（α，α－ジメチ
ルベンジル）フェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－
２－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾール等のトリアゾール類、２－ヒドロキシ－４
－メトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－オクトキシベンゾフェノン、２，２′
－ジヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン等のベンゾフェノン類等を挙げることがで
きる。
【０１３９】
　なお、紫外線吸収剤のうちでも、分子量が４００以上の紫外線吸収剤は、高沸点で揮発
しにくく、フィルムの高温成形時にも飛散しにくいため、比較的少量の添加で効果的に耐
候性を改良することができる観点から好ましい。
【０１４０】
　分子量が４００以上の紫外線吸収剤としては、例えば、２－［２－ヒドロキシ－３，５



(26) JP 5975034 B2 2016.8.23

10

20

30

40

50

－ビス（α，α－ジメチルベンジル）フェニル］－２－ベンゾトリアゾール、２，２－メ
チレンビス［４－（１，１，３，３－テトラブチル）－６－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール
－２－イル）フェノール］等のベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤、ビス（２，２，６，
６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（１，２，２，６，６－ペンタメ
チル－４－ピペリジル）セバケート等のヒンダードアミン系紫外線吸収剤、更には、２－
（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－２－ｎ－ブチルマロン酸ビス（
１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）、１－［２－［３－（３，５－ジ
－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ］エチル］－４－［３－（
３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ］－２，２，６
，６－テトラメチルピペリジン等の分子内にヒンダードフェノールとヒンダードアミンの
構造を共に有するハイブリッド系紫外線吸収剤等が挙げられ、これらは単独で、あるいは
２種以上を併用して使用することができる。これらの中でも、２－［２－ヒドロキシ－３
，５－ビス（α，α－ジメチルベンジル）フェニル］－２－ベンゾトリアゾールや、２，
２－メチレンビス［４－（１，１，３，３－テトラブチル）－６－（２Ｈ－ベンゾトリア
ゾール－２－イル）フェノール］が、特に好ましい。
【０１４１】
　これら紫外線吸収剤は、市販品を用いてもよく、例えば、ＢＡＳＦジャパン社から販売
されているチヌビン１０９、チヌビン１７１、チヌビン２３４、チヌビン３２６、チヌビ
ン３２７、チヌビン３２８、チヌビン９２８等のチヌビンシリーズを好ましく使用できる
。
【０１４２】
　（５）その他の添加剤
　更に、本発明に係るλ／４板には、成形加工時の熱分解耐性や熱着色耐性を改良する目
的で、各種酸化防止剤を添加することもできる。また、帯電防止剤を用いて、λ／４板に
帯電防止機能を付与することもできる。
【０１４３】
　本発明に係るλ／４板には、リン系難燃剤を配合した難燃アクリル系樹脂組成物を用い
ても良い。ここで用いられるリン系難燃剤としては、例えば、赤リン、トリアリールリン
酸エステル、ジアリールリン酸エステル、モノアリールリン酸エステル、アリールホスホ
ン酸化合物、アリールホスフィンオキシド化合物、縮合アリールリン酸エステル、ハロゲ
ン化アルキルリン酸エステル、含ハロゲン縮合リン酸エステル、含ハロゲン縮合ホスホン
酸エステル、含ハロゲン亜リン酸エステル等から選ばれる１種、あるいは２種以上の混合
物を挙げることができる。
【０１４４】
　具体的な例としては、トリフェニルホスフェート、９，１０－ジヒドロ－９－オキサ－
１０－ホスファフェナンスレン－１０－オキシド、フェニルホスホン酸、トリス（β－ク
ロロエチル）ホスフェート、トリス（ジクロロプロピル）ホスフェート、トリス（トリブ
ロモネオペンチル）ホスフェート等が挙げられる。
【０１４５】
　また、本発明に係るλ／４板には、取扱性を向上させるため、例えば、二酸化ケイ素、
二酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化ジルコニウム、炭酸カルシウム、カオリン、タル
ク、焼成ケイ酸カルシウム、水和ケイ酸カルシウム、ケイ酸アルミニウム、ケイ酸マグネ
シウム、リン酸カルシウム等の無機微粒子や架橋高分子などの有機微粒子をマット剤とし
て含有させることが好ましい。中でも、二酸化ケイ素は、フィルムのヘイズを低く抑える
ことができる観点から、好ましく用いられる。
【０１４６】
　マット剤微粒子の一次平均粒子径としては、２０ｎｍ以下が好ましく、更に好ましくは
、５～１６ｎｍの範囲であり、特に好ましくは、５～１２ｎｍの範囲である。
【０１４７】
　（λ／４板の各特性値）
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　本発明に係るλ／４板は、より高温の環境下での使用に耐えられることが求められてお
り、λ／４板の張力軟化点は、１０５～１４５℃の範囲内であれば十分な耐熱性を示すた
め好ましく、特に１１０～１３０℃の温度範囲内であることが好ましい。
【０１４８】
　張力軟化点の具体的な測定方法としては、例えば、テンシロン試験機（ＯＲＩＥＮＴＥ
Ｃ社製、ＲＴＣ－１２２５Ａ）を用いて、試料フィルムを１２０ｍｍ（縦）×１０ｍｍ（
幅）で切り出し、１０Ｎの張力で引っ張りながら３０℃／ｍｉｎの昇温速度で昇温を続け
、９Ｎになった時点での温度を３回測定し、その平均値により求めることができる。
【０１４９】
　本発明に係るλ／４板を本発明の有機ＥＬ画像表示装置に用いた場合、吸湿による寸法
変化による厚さムラ、位相差値の変化、及びコントラストの低下や色ムラといった問題を
発生させないため、本発明に係るλ／４板の寸法変化率（％）は、０．５％未満であるこ
とが好ましく、更には、０．３％未満であることが好ましい。
【０１５０】
　本発明に係るλ／４板は、フィルム中の欠点が少ないことが好ましい。ここでいう欠点
とは、溶液製膜法でフィルムを作製する際の乾燥工程において、溶媒の急激な蒸発に起因
して発生するフィルム中の空洞（発泡欠点）や、製膜原液（ドープともいう）中の異物や
製膜中に混入する異物（大気中のごみ等）に起因するフィルム中の異物（異物欠点）をい
う。
【０１５１】
　本発明に係るλ／４板においては、フィルム面内における直径が５μｍ以上の欠点の数
が、１個／１０ｃｍ四方以下であることが好ましい。更に好ましくは０．５個／１０ｃｍ
四方以下、特に好ましくは０．１個／１０ｃｍ四方以下である。
【０１５２】
　上記欠点における直径とは、欠点が円形の場合にはその直径を示し、円形でない場合は
、欠点の範囲を下記方法により顕微鏡で観察して決定し、その最大径（外接円の直径）と
する。
【０１５３】
　欠点の範囲は、欠点が気泡や異物の場合は、欠点を微分干渉顕微鏡の透過光で観察した
ときの影の大きさである。欠点が、ローラ傷の転写や擦り傷など、表面形状の変化の場合
は、欠点を微分干渉顕微鏡の反射光で観察して大きさを確認する。
【０１５４】
　なお、反射光で観察する場合、欠点の大きさが不明瞭であれば、表面にアルミや白金を
蒸着して観察する。かかる欠点頻度にて表される品位に優れたフィルムを、生産性よく得
るには、ポリマー溶液を流延直前に高精度で濾過することや、流延機周辺のクリーン度を
高くすること、また、流延後の乾燥条件を段階的に設定し、効率よくかつ発泡を抑えて乾
燥させることが有効である。
【０１５５】
　欠点の個数が１個／１０ｃｍ四方より多い場合には、例えば、後工程の加工時などでフ
ィルムに張力がかかると、欠点を起点としてフィルムが破断し、生産性が低下する場合が
ある。また、欠点の直径が５μｍ以上になると、偏光板観察などの目視で認識され、光学
部材として用いたとき輝点が生じる原因となる。
【０１５６】
　また、本発明に係るλ／４板は、ＪＩＳ－Ｋ７１２７－１９９９に準拠した方法による
測定において、少なくとも一方向の破断伸度が、１０％以上であることが好ましく、より
好ましくは２０％以上である。
【０１５７】
　破断伸度の上限は、特に限定されるものではないが、現実的には２５０％程度である。
破断伸度を大きくするには、異物や発泡に起因するフィルム中の欠点を抑制することが有
効である。
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【０１５８】
　本発明に係るλ／４板は、その全光線透過率が９０％以上であることが好ましく、より
好ましくは９３％以上である。また、現実的な上限としては、９９％程度である。上記で
規定する全光線透過率で表される優れた透明性を達成するには、可視光を吸収する添加剤
や共重合成分を導入しないようにすることや、ポリマー中の異物を高精度濾過により除去
し、フィルム内部の光の拡散や吸収を低減させることが有効である。また、製膜時のフィ
ルムとの接触部位（例えば、冷却ローラ、カレンダーローラ、ドラム、ベルト、溶液製膜
における塗布基材、搬送ローラ等）の表面平滑度を高め、フィルム表面の表面粗さを小さ
くすることにより、フィルム表面の光の拡散や反射を低減させることが有効である。
【０１５９】
　〔λ／４板の製膜方法〕
　次に、本発明に係るλ／４板の製膜方法について説明するが、ここで説明する製膜方法
に限定されるものではない。λ／４板の製膜方法としては、インフレーション法、Ｔ－ダ
イ法、カレンダー法、切削法、流延法、エマルジョン法、ホットプレス法等の製造方法が
使用できる。
【０１６０】
　本発明に係るλ／４板は、溶液流延法、溶融流延法のいずれの方法で製膜してもよい。
【０１６１】
　フィルムの着色抑制、異物欠点の抑制、あるいはダイラインなどの光学欠点の抑制など
の観点からは、流延法、更には、溶液流延法が好ましい。
【０１６２】
　また、セルロースアセテートの溶解に用いた溶媒の残留抑制の観点からは、溶融流延法
で作製する方法も好ましい。溶融流延によって製膜する方法は、溶融押出成形法、プレス
成形法、インフレーション法、射出成形法、ブロー成形法、延伸成形法などに分類できる
。これらの中で、機械的強度及び表面精度などに優れるフィルムが得られる観点から、溶
融押出し法が好ましい。
【０１６３】
　（溶液流延法による製膜）
　〈溶液流延法で用いる有機溶媒〉
　本発明に係るλ／４板を溶液流延法で製造する場合、ドープを形成するのに有用な有機
溶媒は、セルロースアセテート、その他の添加剤を同時に溶解するものであれば制限なく
用いることができる。
【０１６４】
　塩素系有機溶媒としては、例えば、塩化メチレン等、非塩素系有機溶媒としては、例え
ば、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸アミル、アセトン、テトラヒドロフラン、１，３－ジ
オキソラン、１，４－ジオキサン、シクロヘキサノン、ギ酸エチル、２，２，２－トリフ
ルオロエタノール、２，２，３，３－ヘキサフルオロ－１－プロパノール、１，３－ジフ
ルオロ－２－プロパノール、１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロ－２－メチル－２
－プロパノール、１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロ－２－プロパノール、２，２
，３，３，３－ペンタフルオロ－１－プロパノール、ニトロエタン等を挙げることができ
、その中でも、塩化メチレン、酢酸メチル、酢酸エチル、アセトンを好ましく使用するこ
とができる。
【０１６５】
　ドープには、上記有機溶媒の他に、１～４０質量％の範囲で、炭素原子数が１～４の範
囲にある直鎖若しくは分岐鎖状の脂肪族アルコールを含有させることが好ましい。ドープ
中のアルコールの比率が高くなると、金属支持体上に流延したドープ（以下、ウェブとも
いう。）がゲル化し、金属支持体からの剥離が容易となり、また、アルコールの割合が少
ない時は、非塩素系有機溶媒系でのセルロースアセテートの溶解を促進する役割も有して
いる。
【０１６６】
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　特に、メチレンクロライド、及び炭素数が１～４の範囲の直鎖若しくは分岐鎖状の脂肪
族アルコールを含有する溶媒に、アクリル樹脂と、セルロースエステル樹脂と、アクリル
粒子の３種を、総計として１５～４５質量％の範囲で溶解させたドープ組成物であること
が好ましい組成の１つである。
【０１６７】
　炭素原子数が１～４の範囲にある直鎖若しくは分岐鎖状の脂肪族アルコールとしては、
例えば、メタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、ｉｓｏ－プロパノール、ｎ－ブタ
ノール、ｓｅｃ－ブタノール、ｔｅｒｔ－ブタノールを挙げることができる。これらの中
でも、ドープの安定化に効果があり、沸点も比較的低く、乾燥性も良いこと等から、エタ
ノールが好ましい。
【０１６８】
　〈溶液流延法による製膜工程〉
　本発明に係るλ／４板を溶液流延法によって製造するステップを説明する。溶液流延法
では、樹脂及び添加剤を有機溶媒に溶解させてドープを調製する工程、ドープをベルト状
若しくはドラム状の金属支持体上に流延する工程、流延したドープをウェブとして乾燥す
る工程、金属支持体からウェブを剥離する工程、延伸又は幅保持する工程、更に乾燥する
工程、仕上がったフィルムを巻き取る工程等を経て、製造される。
【０１６９】
　ドープ中のセルロースアセテートの濃度は、濃度が高い方が金属支持体に流延した後の
乾燥負荷が低減できて好ましいが、セルロースアセテートの濃度が高過ぎると濾過時の負
荷が増えて、濾過精度が悪くなる。これらを両立する濃度としては、１０～３５質量％の
範囲が好ましく、更に好ましくは、１５～２５質量％の範囲である。流延（キャスト）工
程における金属支持体は、表面を鏡面仕上げしたものが好ましく、金属支持体としては、
ステンレススチールベルト若しくは鋳物で表面をメッキ仕上げしたドラムが好ましく用い
られる。
【０１７０】
　キャストの幅は、１～４ｍの範囲内とすることが好ましい。流延工程の金属支持体の表
面温度は、－５０℃から溶媒が沸騰して発泡しない温度の範囲で設定される。温度が高い
方がウェブの乾燥速度が速くできるので好ましいが、余り高すぎるとウェブが発泡し、平
面性が劣化する場合がある。
【０１７１】
　好ましい支持体温度としては、０～１００℃の温度範囲内で適宜決定され、特には、５
～３０℃の範囲内が好ましい。又は、冷却することによって、ウェブをゲル化させ、残留
溶媒を多く含んだ状態でドラムから剥離することも好ましい方法である。金属支持体の温
度を制御する方法は、特に制限されないが、温風又は冷風を吹きかける方法や、温水を金
属支持体の裏側に接触させる方法がある。温水を用いて温度制御する方法では、熱の伝達
が効率的に行われるため、金属支持体の温度が一定になるまでの時間が短く好ましい。
【０１７２】
　温風を用いる場合は、溶媒の蒸発潜熱によるウェブの温度低下を考慮して、溶媒の沸点
以上の温風を使用しつつ、発泡も防ぎながら目的の温度よりも高い温度の風を使う場合が
ある。
【０１７３】
　特に、流延から剥離するまでの間で、金属支持体の温度及び乾燥風の温度を変更し、効
率的に乾燥を行うことが好ましい。
【０１７４】
　λ／４板が良好な平面性を示すためには、金属支持体からウェブを剥離する際の残留溶
媒量は、１０～１５０質量％の範囲内に設定することが好ましく、更に好ましくは２０～
４０質量％又は６０～１３０質量％の範囲内であり、特に好ましくは、２０～３０質量％
又は７０～１２０質量％の範囲内である。
【０１７５】
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　なお、本発明でいう残留溶媒量は、下式で定義される。
【０１７６】
　　　残留溶媒量（質量％）＝｛（Ｍ－Ｎ）／Ｎ｝×１００
　なお、Ｍはウェブ又はフィルムを製造中又は製造後の任意の時点で採取した試料の質量
で、ＮはＭを１１５℃で１時間の加熱し、含有している溶媒を完全に除いた後の質量であ
る。
【０１７７】
　また、λ／４板の乾燥工程においては、ウェブを金属支持体より剥離し、更に乾燥し、
残留溶媒量を１質量％以下にすることが好ましく、更に好ましくは０．１質量％以下であ
り、特に好ましくは０～０．０１質量％の範囲である。
【０１７８】
　フィルム乾燥工程では、一般に、ローラ乾燥方式（上下に配置した多数のローラにウェ
ブを交互に通し乾燥させる方式）やテンター方式でウェブを搬送させながら乾燥する方式
が採られる。
【０１７９】
　〈延伸工程〉
　本発明に係るλ／４板は、波長５５０ｎｍで測定した面内方向のリターデーション値Ｒ
ｏ（５５０）が１００～１８０ｎｍの範囲内であることを特徴とし、該リターデーション
は、フィルム延伸処理により付与する方法が好ましい。以下、本発明に係るλ／４板を、
セルロースアセテートフィルムともいう。
【０１８０】
　本発明に適用可能な延伸方法としては、特に限定はない。例えば、１）複数のローラに
周速差をつけ、その間でローラ周速差を利用して縦方向に延伸する方法、２）ウェブの両
端をクリップやピンで固定し、クリップやピンの間隔を進行方向に広げて縦方向に延伸す
る方法、同様に３）横方向に広げて横方向に延伸する方法、あるいは４）縦横同時に広げ
て縦横両方向に延伸する方法などが挙げられる。もちろんこれらの方法は、単独で用いて
も、あるいは組み合わせて用いてもよい。すなわち、製膜方向に対して横方向に延伸して
も、縦方向に延伸しても、両方向に延伸してもよく、更には、両方向に延伸する場合は、
同時延伸であっても、逐次延伸であってもよい。なお、いわゆるテンター方式の場合、リ
ニアドライブ方式でクリップ部分を駆動すると滑らかな延伸が行うことができ、破断等の
危険性が減少できるので好ましい。
【０１８１】
　本発明においては、特に、延伸は、フィルム搬送ローラの周速差を利用して搬送方向に
行うか、若しくは搬送方向と直交方向（幅手方向又はＴＤ方向ともいう）にウェブの両端
をクリップ等で把持するテンター方式で行うことが好ましく、更に左右把持手段によって
ウェブの把持長（把持開始から把持終了までの距離）を左右で独立に制御できるテンター
を用いることも好ましい。
【０１８２】
　また、本発明に係るλ／４板を、延伸工程でフィルム搬送方向に対して４５°の方向に
延伸することが、フィルムの長手方向に対する配向角θを３５～５５°とする上で好まし
い方法である。
【０１８３】
　前記のように、遅相軸が長手方向と平行な方向に透過軸があるロール状の偏光フィルム
と、配向角が実質的に４５°であるλ／４板とを長手方向を合わせてロールｔｏロールで
貼合すると、ロール状長尺状の円偏光板を容易に製造できるので、フィルムの断裁ロスが
少なく、生産上有利である。
【０１８４】
　以下、延伸方法の一例として、４５°の方向に斜め延伸する方法を説明する。
【０１８５】
　セルロースアセテートフィルム（λ／４板）を、長手方向に対して実質的に４５°の方
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向に斜め延伸する方法では、図３で示す様なテンターを用いる方法が好ましい。図３は、
テンターによる斜め延伸を示す模式図である。
【０１８６】
　延伸フィルムの製造は、テンターを用いて行う。このテンターは、フィルムロール（繰
出しロール）から繰り出されるフィルムを、オーブンによる加熱環境下で、その進行方向
（フィルム幅方向の中点の移動方向）に対して、斜め方向に拡幅する装置である。このテ
ンターは、オーブンと、フィルムを搬送するための把持具が走行する左右で一対のレール
と、該レール上を走行する多数の把持具とを備えている。フィルムロールから繰り出され
、テンターの入口部に順次供給されるフィルムの両端を、把持具で把持し、オーブン内に
フィルムを導き、テンターの出口部で把持具からフィルムを開放する。把持具から開放さ
れたフィルムは、巻芯に巻き取られる。一対のレールは、それぞれ無端状の連続軌道を有
し、テンターの出口部でフィルムの把持を開放した把持具は、外側を走行して順次入口部
に戻されるようになっている。
【０１８７】
　なお、テンターのレール形状は、製造すべき延伸フィルムに与える配向角、延伸倍率等
に応じて、左右で非対称な形状となっており、手動で又は自動で微調整できるようになっ
ている。本発明においては、長尺の熱可塑性樹脂フィルムを延伸し、配向角θが延伸後の
巻取り方向に対して、１０～８０°の範囲内で、任意の角度に設定できるようになってい
る。本発明において、テンターの把持具は、前後の把持具と一定間隔を保って、一定速度
で走行するようになっている。
【０１８８】
　図３では、斜め延伸するために用いるテンターのレールの軌道（レールパターン）を示
している。セルロースアセテートフィルムの繰出し方向ＤＲ１は、延伸後のフィルムの巻
取り方向（ＭＤ方向）ＤＲ２と異なっており、これにより、比較的大きな配向角をもつ延
伸フィルムにおいても、広幅で均一な光学特性を得ることが可能となっている。繰出し角
度θｉとは、延伸前のフィルムの繰出し方向ＤＲ１と延伸後のフィルムの巻取り方向ＤＲ
２とのなす角度である。本発明においては、例えば、４０～８０°の範囲で配向角を持つ
フィルムを製造するため、繰出し角度θｉは、１０°＜θｉ＜６０°、好ましくは１５°
＜θｉ＜５０°の範囲で設定される。繰出し角度θｉを、上記で示す範囲とすることによ
り、得られるフィルムの幅方向の光学特性のバラツキが小さくなり好ましい。
【０１８９】
　フィルムロール（繰出しロール）から繰出されたセルロースアセテートフィルムは、テ
ンター入口（符号ａの位置）において、その両端（両側）を左右の把持具によって順次把
持されて、把持具の走行に伴い走行される。テンター入口（符号ａの位置）で、フィルム
進行方向（繰り出し方向ＤＲ１）に対して略垂直な方向に相対している左右の把持具ＣＬ
及びＣＲは、左右非対称なレール上を走行し、予熱ゾーン、延伸ゾーン及び熱固定ゾーン
を有するオーブンを通過する。ここで、略垂直とは、前述の向かい合う把持具ＣＬ及びＣ
Ｒを結んだ直線と、フィルム繰出し方向ＤＲ１とがなす角度が、９０±１°以内にあるこ
とを示す。
【０１９０】
　予熱ゾーンとは、オーブン入口部において、両端を把持した把持具の間隔が一定の間隔
を保ったまま走行する区間を指す。延伸ゾーンとは、両端を把持した把持具の間隔が開き
だし、再び一定となるまでの区間を指す。また、冷却ゾーンとは、延伸ゾーンより後の把
持具の間隔が再び一定となる期間において、ゾーン内の温度がフィルムを構成する熱可塑
性樹脂のガラス転移温度Ｔｇ℃以下に設定される区間を指す。
【０１９１】
　各ゾーンの温度は、熱可塑性樹脂のガラス転移温度Ｔｇに対し、予熱ゾーンの温度はＴ
ｇ＋５～Ｔｇ＋２０℃の範囲に、延伸ゾーンの温度はＴｇ～Ｔｇ＋２０℃の範囲に、冷却
ゾーンの温度はＴｇ－３０～Ｔｇ℃の範囲に設定することが好ましい。
【０１９２】
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　延伸工程における延伸倍率Ｒ（Ｗ／Ｗｏ）は、好ましくは１．３～３．０倍の範囲であ
り、より好ましくは１．５～２．８倍の範囲である。延伸倍率がこの範囲にあると、幅方
向での厚さムラが小さくなるので好ましい。テンター延伸機の延伸ゾーンにおいて、幅方
向で延伸温度に差を付けると、幅方向における厚さムラを、更に良好なレベルにすること
が可能になる。なお、Ｗｏは延伸前のフィルムの幅、Ｗは延伸後のフィルムの幅を表す。
【０１９３】
　上記斜め方向に延伸する工程は、製膜工程内で行うオンライン方式でも、また一度フィ
ルムを巻き取った後に繰り出して、上記テンターにて延伸を行うオフライン方式であって
も良い。
【０１９４】
　セルロースアセテートフィルムを乾燥させる手段は、特に制限なく、一般的に熱風、赤
外線、加熱ローラ、マイクロ波等で行うことができるが、簡便さの点で、熱風で行う方法
が好ましい。
【０１９５】
　セルロースアセテートフィルムの乾燥工程における乾燥温度は、好ましくはフィルムの
ガラス転移点の－５℃～＋１００℃の範囲で、１０～６０分の範囲で熱処理を行うことが
効果的である。乾燥温度は、１００～２００℃の範囲、更に好ましくは１１０～１６０℃
の範囲で乾燥が行われる。
【０１９６】
　所定の熱処理の後、巻き取り前にスリッターを設けて端部を切り落とすことが良好な巻
姿を得る観点から好ましい。更に、幅手両端部には、ナーリング加工を施すことが好まし
い。
【０１９７】
　ナーリング加工は、加熱されたエンボスローラを押し当てることにより形成することが
できる。エンボスローラ表面には、細かな凹凸構造が形成されており、これをフィルムに
押し当てることで、フィルムに凹凸構造を形成し、端部を嵩高くすることができる。
【０１９８】
　セルロースアセテートフィルムの幅手両端部のナーリングの高さは、４～２０μｍの範
囲、幅は５～２０ｍｍの範囲が好ましい。
【０１９９】
　また、本発明においては、上記のナーリング加工は、フィルムの製膜工程において、乾
燥終了した後から巻き取り部までの間に設けることが好ましい。
【０２００】
　（溶融流延法による製膜）
　本発明に係るλ／４板は、溶融流延法により製膜しても良い。溶融流延法は、樹脂及び
可塑剤などの添加剤を含む組成物を、流動性を示す温度まで加熱溶融し、その後、流動性
のセルロースアセテートを含む溶融物を流延する方法である。
【０２０１】
　加熱溶融する成形法は、更に詳細には、溶融押出成形法、プレス成形法、インフレーシ
ョン法、射出成形法、ブロー成形法、延伸成形法などに分類できる。これらの成形法の中
では、機械的強度及び表面精度などの点から、溶融押出し法が好ましい。溶融押出しに用
いる複数の原材料は、通常予め混錬してペレット化しておくことが好ましい。
【０２０２】
　ペレット化は、公知の方法でよく、例えば、乾燥セルロースアセテートや可塑剤、その
他添加剤をフィーダーで押出し機に供給し１軸や２軸の押出し機を用いて混錬し、ダイか
らストランド状に押出し、水冷又は空冷し、カッティングすることでできる。
【０２０３】
　添加剤は、押出し機に供給する前に混合しておいてもよいし、それぞれ個別のフィーダ
ーで供給してもよい。
【０２０４】



(33) JP 5975034 B2 2016.8.23

10

20

30

40

50

　粒子や酸化防止剤等少量の添加剤は、均一に混合するため、事前に混合しておくことが
好ましい。
【０２０５】
　押出し機は、剪断力を抑え、樹脂が劣化（例えば、分子量低下、着色、ゲル生成等。）
しないようにペレット化可能でなるべく低温で加工することが好ましい。例えば、２軸押
出し機の場合、深溝タイプのスクリューを用いて、同方向に回転させることが好ましい。
混錬の均一性から、噛み合いタイプが好ましい。
【０２０６】
　以上のようにして得られたペレットを用いてフィルム製膜を行う。もちろんペレット化
せず、原材料の粉末をそのままフィーダーで押出し機に供給し、そのままフィルム製膜す
ることも可能である。
【０２０７】
　上記ペレットを１軸や２軸タイプの押出し機を用いて、押出す際の溶融温度を２００～
３００℃程度とし、リーフディスクタイプのフィルターなどで濾過し異物を除去した後、
Ｔダイからフィルム状に流延し、冷却ローラと弾性タッチローラでフィルムをニップされ
、冷却ローラ上で固化させる。
【０２０８】
　供給ホッパーから押出し機へ導入する際は、真空下又は減圧下や不活性ガス雰囲気下に
して酸化分解等を防止することが好ましい。
【０２０９】
　押出し流量は、ギヤポンプを導入するなどして安定に行うことが好ましい。また、異物
の除去に用いるフィルターは、ステンレス繊維焼結フィルターが好ましく用いられる。ス
テンレス繊維焼結フィルターは、ステンレス繊維体が複雑に絡み合った状態を作り出した
上で圧縮し、接触箇所を焼結し一体化したもので、その繊維の太さと圧縮量により密度を
変え、濾過精度を調整できる。
【０２１０】
　可塑剤や粒子などの添加剤は、予め樹脂と混合しておいてもよいし、押出し機の途中で
練り込んでもよい。均一に添加するために、スタチックミキサーなどの混合装置を用いる
ことが好ましい。
【０２１１】
　冷却ローラと弾性タッチローラでフィルムをニップする際、タッチローラ側のフィルム
温度は、フィルムのＴｇ～Ｔｇ＋１１０℃の温度範囲にすることが好ましい。このような
目的で使用する弾性体表面を有するローラは、公知のローラが使用できる。
【０２１２】
　弾性タッチローラは、挟圧回転体ともいう。弾性タッチローラとしては、市販されてい
るものを用いることもできる。
【０２１３】
　冷却ローラからフィルムを剥離する際、張力を制御してフィルムの変形を防止すること
が好ましい。
【０２１４】
　また、上記のようにして得られたフィルムは、冷却ローラに接する工程を通過した後、
前記延伸操作により延伸することが好ましい。
【０２１５】
　延伸する方法は、公知のローラ延伸機やテンターなどを好ましく用いることができる。
延伸温度は、通常フィルムを構成する樹脂のＴｇ～Ｔｇ＋６０℃の温度範囲で行われるこ
とが好ましい。
【０２１６】
　巻き取る前に、製品となる幅になるように端部をスリットして裁ち落とし、ロール状に
積層した状態での貼り付きや擦り傷防止のために、ナール加工（エンボッシング加工）を
両端に施してもよい。ナール加工の方法は、凸凹のパターンを側面に有する金属リングを
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加熱や加圧により加工することができる。なお、フィルム両端部のクリップの把持部分は
、通常フィルムが変形しており製品として使用できないので切除されて、再利用される。
【０２１７】
　〔λ／４板の物性〕
　本発明に係るλ／４板の膜厚は、特に限定はされないが、１０～２５０μｍの範囲で用
いられる。更には、膜厚としては、１０～１００μｍの範囲が好ましく、特に好ましくは
、３０～６０μｍの範囲である。
【０２１８】
　本発明に係るλ／４板は、幅として１～４ｍの範囲で用いられる。更には、幅が１．４
～４ｍの範囲が好ましく用いられ、特に好ましくは１．６～３ｍの範囲である。幅が４ｍ
を超えると、搬送が困難となる。
【０２１９】
　また、本発明に係るλ／４板表面の算術平均粗さＲａは、２．０～４．０ｎｍの範囲で
あることが好ましく、より好ましくは２．５～３．５ｎｍの範囲である。
【０２２０】
　《円偏光板保護層》
　本発明に係る円偏光板の保護層１０は、保護フィルムであることが好ましく、例えば、
トリアセチルセルロースフィルム、セルロースアセテートプロピオネートフィルム、セル
ロースジアセテートフィルム、セルロースアセテートブチレートフィルム等のセルロース
エステル系フィルム、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等のポリ
エステル系フィルム、ポリカーボネート系フィルム、ポリアリレート系フィルム、ポリス
ルホン（ポリエーテルスルホンも含む）系フィルム、ポリエチレンフィルム、ポリプロピ
レンフィルム、セロファン、ポリ塩化ビニリデンフィルム、ポリビニルアルコールフィル
ム、エチレンビニルアルコールフィルム、シンジオタクティックポリスチレン系フィルム
、ノルボルネン樹脂系フィルム、ポリメチルペンテンフィルム、ポリエーテルケトンフィ
ルム、ポリエーテルケトンイミドフィルム、ポリアミドフィルム、フッ素樹脂フィルム、
ナイロンフィルム、シクロオレフィンポリマーフィルム、ポリメチルメタクリレートフィ
ルム又はアクリルフィルム等を使用することができる。
【０２２１】
　これらの中でも、セルロースエステルフィルム（例えば、コニカミノルタタックＫＣ８
ＵＸ、ＫＣ４ＵＸ、ＫＣ５ＵＸ、ＫＣ８ＵＣＲ３、ＫＣ８ＵＣＲ４、ＫＣ８ＵＣＲ５、Ｋ
Ｃ８ＵＹ、ＫＣ４ＵＹ、ＫＣ４ＵＥ、及びＫＣ１２ＵＲ（以上、コニカミノルタアドバン
ストレイヤー（株）製））、ポリカーボネートフィルム、シクロオレフィンポリマーフィ
ルム、ポリエステルフィルムが好ましく、本発明においては、セルロースエステルフィル
ムが、光学特性、生産性及びコスト面から好ましい。
【０２２２】
　上記保護フィルムは、２３℃、５５ＲＨ％の環境下で測定した面内の最大弾性率が４．
０ＧＰａ以上であることが好ましく、パネルのたわみを更に抑制することができ好ましい
。該保護フィルムは、本発明に係るλ／４板の作製と同様に、セルロースアセテートの選
択、一般式（１）で表される化合物の使用、その他添加剤の使用、延伸条件などを制御し
て、高い弾性率を有する保護フィルムを作製することができる。
【０２２３】
　また、３Ｄ（立体）画像表示用の有機ＥＬ画像表示装置の場合は、偏光子の両面にλ／
４板を配置することが、表示画像の品質向上に効果を有するため、本発明においても、保
護フィルムとして、本発明に係るλ／４板を用いることが好ましい態様である。その際、
好ましくは保護フィルムの面内の最大弾性率となる方向が、画像表示装置の画面の長手方
向に対して３５°～５５°の方向にあり、かつ前記λ／４板の面内の最大弾性率の方向と
平行にすることによって、パネルのたわみがなく、高品位な３Ｄ画像表示用の有機エレク
トロルミネッセンス画像表示装置を得ることができる。
【０２２４】
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　〔反射防止層〕
　上記円偏光板の保護フィルムには、直接又は他の層を介して、外光反射防止機能を有す
る反射防止層を設けることも好ましい態様である。
【０２２５】
　反射防止層は、光学干渉によって反射率が減少するように、構成層の屈折率、膜厚、構
成層の数、層順等を考慮して積層されていることが好ましい。反射防止層は、支持体より
も屈折率の低い低屈折率層、若しくは支持体よりも屈折率の高い高屈折率層と低屈折率層
を組み合わせて構成されていることが好ましい。特に好ましくは、３層以上の屈折率層か
ら構成される反射防止層ユニットであり、支持体側から屈折率の異なる３層を、中屈折率
層（支持体よりも屈折率が高く、高屈折率層よりも屈折率の低い層）／高屈折率層／低屈
折率層の順に積層されているものが好ましく用いられる。又は、２層以上の高屈折率層と
、２層以上の低屈折率層とを交互に積層した４層以上の層から構成される反射防止層ユニ
ットも好ましく用いられる。反射防止層の構成例としては、下記のような構成が挙げられ
るが、これに限定されるものではない。
【０２２６】
　（１）保護フィルム／低屈折率層
　（２）保護フィルム／中屈折率層／低屈折率層
　（３）保護フィルム／中屈折率層／高屈折率層／低屈折率層
　（４）保護フィルム／高屈折率層（導電性層）／低屈折率層
　（低屈折率層）
　反射防止層には必須である低屈折率層は、シリカ系微粒子を含有する構成であることが
好ましく、その屈折率は、支持体である基材フィルムの屈折率より低く、２３℃、波長５
５０ｎｍ測定したときの屈折率が、１．３０～１．４５の範囲であることが好ましい。
【０２２７】
　低屈折率層の膜厚は、５ｎｍ～０．５μｍの範囲であることが好ましく、１０ｎｍ～０
．３μｍの範囲であることが更に好ましく、３０ｎｍ～０．２μｍの範囲であることが最
も好ましい。
【０２２８】
　低屈折率層を形成する組成物については、シリカ系微粒子としては、特に、外殻層（シ
ェル部ともいう）を有し、内部（コア部ともいう）が多孔質又は空洞の粒子を少なくとも
１種類を含むことが好ましい。特に、外殻層を有し、内部が多孔質又は空洞である粒子が
、中空シリカ系微粒子であることが好ましい。
【０２２９】
　なお、低屈折率層形成用組成物には、下記一般式（ＯＳｉ－１）で表される有機珪素化
合物若しくはその加水分解物、あるいはその重縮合物を併せて含有させても良い。
【０２３０】
　一般式（ＯＳｉ－１）
　　　Ｓｉ（ＯＲ）４

　上記一般式（ＯＳｉ－１）において、Ｒは、炭素数が１～４の範囲のアルキル基を表す
。一般式（ＯＳｉ－１）で表される有機珪素化合物としては、例えば、テトラメトキシシ
ラン、テトラエトキシシラン、テトライソプロポキシシラン等が挙げられる。
【０２３１】
　低屈折率層形成用組成物には、その他にも、必要に応じて、溶媒、シランカップリング
剤、硬化剤、界面活性剤等を添加してもよい。
【０２３２】
　（高屈折率層）
　高屈折率層の屈折率は、２３℃、波長５５０ｎｍでの測定で、屈折率が１．４～２．２
の範囲に調整することが好ましい。また、高屈折率層の厚さは５ｎｍ～１μｍの範囲が好
ましく、１０ｎｍ～０．２μｍの範囲であることが更に好ましく、３０ｎｍ～０．１μｍ
の範囲であることが最も好ましい。屈折率を調整する手段としては、金属酸化物微粒子等
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を添加することにより達成できる。用いる金属酸化物微粒子としては、屈折率が１．８０
～２．６０の範囲であるものが好ましく、１．８５～２．５０の範囲であるものが更に好
ましい。
【０２３３】
　金属酸化物微粒子の種類は、特に限定されるものではなく、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｓｎ、Ｓｂ、
Ｃｕ、Ｆｅ、Ｍｎ、Ｐｂ、Ｃｄ、Ａｓ、Ｃｒ、Ｈｇ、Ｚｎ、Ａｌ、Ｍｇ、Ｓｉ、Ｐ及びＳ
から選択される少なくとも１種の原子を有する金属酸化物を用いることができ、これらの
金属酸化物微粒子は、更にＡｌ、Ｉｎ、Ｓｎ、Ｓｂ、Ｎｂ、ハロゲン原子、Ｔａなどの微
量の原子をドープしてあっても良い。また、これらの混合物でもよい。本発明においては
、これらの中でも、酸化ジルコニウム、酸化アンチモン、酸化錫、酸化亜鉛、酸化インジ
ウム－スズ（ＩＴＯ）、アンチモンドープ酸化スズ（ＡＴＯ）、及びアンチモン酸亜鉛か
ら選ばれる少なくとも１種の金属酸化物微粒子を、主成分として用いることが好ましい。
その中でも、特に、アンチモン酸亜鉛粒子を含有することが好ましい。
【０２３４】
　これら金属酸化物微粒子の一次粒子の平均粒子径は、１０～２００ｎｍの範囲であるこ
とが好ましく、１０～１５０ｎｍの範囲であることが特に好ましい。金属酸化物微粒子の
平均粒子径は、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）等による電子顕微鏡写真から計測することが
できる。そのほかの方法としては、動的光散乱法や静的光散乱法等を利用する粒度分布計
等によって計測してもよい。平均粒子径は１０ｎｍ以上であれば、分散安定性が維持され
、粒子が凝集しにくくなる。また、平均粒子径が２００ｎｍ以下であれば、ヘイズの発生
を抑え、十分な透明性を得ることができる。金属酸化物微粒子の形状は、米粒状、球形状
、立方体状、紡錘形状、針状あるいは不定形状であることが好ましい。
【０２３５】
　金属酸化物微粒子は、有機化合物により表面処理を施してもよい。金属酸化物微粒子の
表面を有機化合物で表面修飾することによって、有機溶媒中での分散安定性が向上し、分
散粒径の制御が容易になるとともに、長期間にわたり保存した際の微粒子の凝集や沈降を
抑えることもできる。このため、好ましい有機化合物での表面修飾量は、金属酸化物粒子
に対して０．１～５質量％の範囲であり、より好ましくは０．５～３質量％の範囲である
。表面処理に用いる有機化合物としては、例えば、ポリオール、アルカノールアミン、ス
テアリン酸、シランカップリング剤及びチタネートカップリング剤が含まれる。この中で
も、シランカップリング剤が好ましい。また、必要に応じて、２種以上の表面処理剤を組
み合わせてもよい。また、高屈折率層では、π共役系導電性ポリマーを含有しても良い。
π共役系導電性ポリマーとは、主鎖がπ共役系で構成されている有機高分子化合物である
。例えば、ポリチオフェン類、ポリピロール類、ポリアニリン類、ポリフェニレン類、ポ
リアセチレン類、ポリフェニレンビニレン類、ポリアセン類、ポリチオフェンビニレン類
、及びこれらの共重合体が挙げられる。重合の容易さ、安定性点からは、ポリチオフェン
類、ポリアニリン類、ポリアセチレン類が好ましい。
【０２３６】
　π共役系導電性ポリマーは、無置換のままでも十分な導電性やバインダー樹脂への溶解
性が得られるが、導電性や溶解性をより高める観点から、アルキル基、カルボキシ基、ス
ルホ基、アルコキシ基、ヒドロキシ基、シアノ基等の官能基を導入してもよい。
【０２３７】
　また、イオン性化合物を含有しても良い。イオン性化合物としては、イミダゾリウム系
、ピリジウム系、脂環式アミン系、脂肪族アミン系、脂肪族ホスホニウム系の陽イオンと
ＢＦ４

－、ＰＦ６
－等の無機イオン系、ＣＦ３ＳＯ２

－、（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ－、ＣＦ

３ＣＯ２
－等のフッ素系の陰イオンとからなる化合物等が挙げられる。該ポリマーとバイ

ンダーの比率は、ポリマー１００質量部に対して、バインダーが１０～４００質量部の範
囲が好ましく、特に好ましくは、ポリマー１００質量部に対して、バインダーが１００～
２００質量部の範囲である。
【実施例】
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【０２３８】
　以下に実施例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。なお、実施例において「部」あるいは「％」の表示を用いるが、特に断りがな
い限り「質量部」あるいは「質量％」を表す。
【０２３９】
　実施例１
　《セルロースアセテートの調製》
　セルロースの１００質量部に、硫酸１６質量部、無水酢酸２６０質量部、酢酸４２０質
量部をそれぞれ添加し、攪拌しながら室温から６０℃まで６０分かけて昇温し、１５分間
その温度を保持しながら酢化反応を行った。次に、酢酸マグネシウムの酢酸－水混合溶液
を添加して硫酸を中和した後、反応系内に水蒸気を導入して、６０℃でその状態を１２０
分間維持して、鹸化熟成処理を行った。その後、多量の水により酢酸臭がなくなるまで洗
浄を行い、更に乾燥して、アセチル基置換度が２．００のセルロースアセテート１を得た
。
【０２４０】
　次いで、上記セルロースアセテート１の調製において、各酸（硫酸、無水酢酸、酢酸）
の添加量を適宜調整した以外は同様にして、表２に記載のアセチル基置換度が、１．９０
、２．２０、２．４５、２．７０、２．８０、２．８８のセルロースアセテート２～７を
調製した。
【０２４１】
　《糖エステル化合物の調製》
　撹拌装置、還流冷却器、温度計及び窒素ガス導入管を備えた四頭コルベンに、ショ糖を
３４．２ｇ（０．１モル）、無水安息香酸を１８０．８ｇ（０．６モル）、ピリジンを３
７９．７ｇ（４．８モル）仕込み、撹拌下で窒素ガス導入管から窒素ガスをバブリングさ
せながら昇温し、７０℃で５時間エステル化反応を行った。次に、コルベン内を４×１０
２Ｐａ以下に減圧し、６０℃で過剰のピリジンを留去した後、コルベン内を１．３×１０
Ｐａ以下に減圧した後、１２０℃まで昇温させ、無水安息香酸、生成した安息香酸の大部
分を留去した。最後に、分取したトルエン層に水１００ｇを添加し、常温で３０分間水洗
した後、トルエン層を分取し、減圧下（４×１０２Ｐａ以下）、６０℃でトルエンを留去
させ、化合物Ａ－１、Ａ－２、Ａ－３、Ａ－４及びＡ－５の混合物からなる糖エステル化
合物１を調製した。なお、化合物Ａ－１、Ａ－２、Ａ－３、Ａ－４及びＡ－５の具体的な
構造は、前述の化６に示したとおりである。
【０２４２】
　得られた混合物を、下記の条件によりＨＰＬＣ及びＬＣ－ＭＡＳＳを用いて解析した結
果、糖エステル化合物１は、化合物Ａ－１が１．３質量％、化合物Ａ－２が１３．４質量
％、化合物Ａ－３が１３．１質量％、化合物Ａ－４が３１．７質量％、化合物Ａ－５が４
０．５質量％で構成され、平均置換度は５．５であった。
【０２４３】
　〔ＨＰＬＣ－ＭＳの測定条件〕
　１）ＬＣ部
　装置；日本分光（株）製カラムオーブン（ＪＡＳＣＯ　ＣＯ－９６５）、ディテクター
（ＪＡＳＣＯ　ＵＶ－９７０－２４０ｎｍ）、ポンプ（ＪＡＳＣＯ　ＰＵ－９８０）、デ
ガッサ－（ＪＡＳＣＯ　ＤＧ－９８０－５０）
　カラム；Ｉｎｅｒｔｓｉｌ　ＯＤＳ－３　粒子径５μｍ　４．６×２５０ｍｍ（ジーエ
ルサイエンス（株）製）
　カラム温度；４０℃
　流速；１ｍｌ／ｍｉｎ
　移動相；テトラヒドロフラン（１％酢酸）：Ｈ２Ｏ＝５０：５０
　注入量；３μｌ
　２）ＭＳ部
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　装置；ＬＣＱ　ＤＥＣＡ（Ｔｈｅｒｍｏ　Ｑｕｅｓｔ（株）製）
　イオン化法；エレクトロスプレーイオン化（ＥＳＩ）法
　Ｓｐｒａｙ　Ｖｏｌｔａｇｅ；５ｋＶ
　Ｃａｐｉｌｌａｒｙ温度；１８０℃
　Ｖａｐｏｒｉｚｅｒ温度；４５０℃
　上記糖エステル化合物１（平均置換度＝５．５）の調製において、無水安息香酸の仕込
み量を適宜変更した以外は同様にして、平均置換度が、それぞれ６．５、３．５、２．５
の糖エステル化合物２～４を調製した。
【０２４４】
　《延伸フィルムの作製》
　〔延伸フィルム１の作製〕
　（微粒子分散液１の調製）
　微粒子（アエロジル　Ｒ８１２　日本アエロジル（株）製）１１質量部
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８９質量部
　上記微粒子及びエタノールを、ディゾルバーで５０分間攪拌及び混合した後、マントン
ゴーリンで分散を行って、微粒子分散液１を調製した。
【０２４５】
　（微粒子添加液１の調製）
　溶解タンクに入れたメチレンクロライドを十分攪拌しながら、上記微粒子分散液１をゆ
っくりと添加した。更に、二次粒子の粒径が所定の大きさとなるようにアトライターにて
分散を行った。これを、日本精線（株）製のファインメットＮＦで濾過し、微粒子添加液
１を調製した。
【０２４６】
　メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
　微粒子分散液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
　（主ドープ１の調製）
　下記の手順に従って、主ドープ１を調製した。はじめに、加圧溶解タンクにメチレンク
ロライドとエタノールを添加した。溶媒の入った加圧溶解タンクに、上記調製したアセチ
ル基置換度１．９０のセルロースアセテート２、糖エステル化合物１、微粒子添加液１を
、順次攪拌しながら投入した。これを加熱及び攪拌しながら、溶解及び混合した。これを
、安積濾紙（株）製の安積濾紙Ｎｏ．２４４を使用して濾過し、主ドープ１を調製した。
【０２４７】
　〈主ドープ１の組成〉
　メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　３４０質量部
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６４質量部
　セルロースアセテート２（アセチル基置換度１．９０、重量平均分子量：約１８万）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
　糖エステル化合物１：平均置換度５．５のベンジルサッカロース
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２質量部
　微粒子添加液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２質量部
　（フィルム製膜）
　上記調製した主ドープ１を、無端ベルト流延装置を用い、ステンレスベルト支持体上に
均一に流延した。ステンレスベルト支持体上で、流延（キャスト）したフィルム中の残留
溶媒量が７５％になるまで溶媒を蒸発させ、次いで、剥離張力１３０Ｎ／ｍで、ステンレ
スベルト支持体上から剥離した。
【０２４８】
　剥離したフィルムを、１６０℃の熱をかけながらテンターを用いて幅方向に１％延伸し
た。延伸開始時の残留溶媒は１５％であった。
【０２４９】
　次いで、乾燥ゾーンを多数のローラで搬送させながら乾燥を終了させた。乾燥温度は１
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３０℃で、搬送張力は１００Ｎ／ｍとした。
【０２５０】
　以上のようにして、乾燥膜厚１０２μｍのロール状の原反フィルム１を得た。
【０２５１】
　ロール状の原反フィルム１を、スライド可能な繰出装置にセットし、図４に示す斜め延
伸テンター装置に供給した。そのとき、斜め延伸テンター装置の入口部に最も近いガイド
ローラ（２８－１）の主軸と斜め延伸装置の把持具（クリップつかみ部２２－１／２２－
２）との距離を８０ｃｍとした。クリップは搬送方向の長さが２インチ（５．０８ｃｍ）
のものを、上記ガイドローラは直径１０ｃｍのものを使用した。テンターで延伸温度１９
０℃、延伸倍率８０％で巾手方向に延伸を行い、その後、レールが４５°屈曲する際に延
伸と垂直方向に０．７１倍に収縮した。延伸後のフィルムは、斜め延伸テンター出口側第
一ローラ（２８－２）で測定した張力の変動を引取モーター回転数に反映させるフィード
バック制御を行って、引取張力の変動が３％未満となるように制御した。その後、フィル
ム両端をトリミングして、エアーフローローラからなる搬送方向変更装置で搬送方向を変
更し、スライド可能な巻取装置で巻き取り、２０００ｍｍ幅のロール状の延伸フィルム１
を作製した。
【０２５２】
　延伸フィルム１の配向角θは、王子計測器社製のＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨを用いて測定
した結果、フィルム長手方向に対して４５°±１°の範囲にあった。
【０２５３】
　〔延伸フィルム２～１３の作製〕
　上記延伸フィルム１の作製において、セルロースアセテートの種類（アセチル基置換度
変化）及び糖エステル化合物の種類（平均置換度変化、延伸フィルム１３は未添加）と、
膜厚（μｍ）、延伸温度（℃）及び延伸倍率（％）などの製造条件を、表２に記載の組み
合わせに変更した以外は同様にして、最大弾性率（ＧＰａ）の異なる延伸フィルム２～１
３を作製した。
【０２５４】
　〔延伸フィルム１４の作製〕
　上記延伸フィルム５の作製において、主ドープ５に、更に、紫外線吸収剤として、チヌ
ビン９２８（ＢＡＳＦジャパン（株）製）を１．９質量部添加した以外は同様にして、延
伸フィルム１４を作製した。
【０２５５】
　〔延伸フィルム１５の作製〕
　上記延伸フィルム５の作製において、延伸処理として、斜め延伸法に代えて、テンター
を用いて、１９０℃で加熱しながら、搬送方向に８０％延伸し、同時に幅方向に３０％収
縮させて延伸処理を施した以外は同様にして、延伸フィルム１５を作製した。
【０２５６】
　延伸フィルム１５の配向角θは、王子計測器社製のＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨを用いて測
定した結果、フィルム長手方向に対して０°±１°の範囲にあった。
【０２５７】
　〔延伸フィルム１６の作製〕
　特開２０１０－１３４２３２号公報に記載の実施例４に従って、延伸フィルム１６を作
製した。
【０２５８】
　〔延伸フィルム１７の作製〕
　（エステル化合物１の調製）
　１，２－プロピレングリコールを２５１ｇ、無水フタル酸を２７８ｇ、アジピン酸を９
１ｇ、安息香酸を６１０ｇ、エステル化触媒としてテトライソプロピルチタネートを０．
１９１ｇ、それぞれを温度計、撹拌器及び緩急冷却管を備えた２Ｌの四つ口フラスコに仕
込み、窒素気流中で２３０℃になるまで、撹拌しながら徐々に昇温し、１５時間を要して
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脱水縮合反応をさせ、反応終了後、２００℃で未反応の１，２－プロピレングリコールを
減圧留去することにより、エステル化合物１を得た。エステル化合物１は、酸価が０．１
０ｍｇＫＯＨ／ｇで、数平均分子量が４５０であった。
【０２５９】
　（主ドープ１７の調製）
　セルロースアセテート（アセチル基置換度２．８８、重量平均分子量：約１８万）　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９０質量部
　エステル化合物１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
　チヌビン９２８（ＢＡＳＦジャパン（株）製）　　　　　２．５質量部
　微粒子添加液１（前出）　　　　　　　　　　　　　　　　　４質量部
　メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　４３２質量部
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８質量部
　上記各添加剤を密閉容器に投入し、加熱及び撹拌しながら、完全に溶解し、安積濾紙（
株）製の安積濾紙Ｎｏ．２４を使用して濾過し、主ドープ１７を調製した。
【０２６０】
　（フィルム製膜）
　次に、ベルト流延装置を用い、ステンレスベルト支持体に、上記調製した主ドープ１７
を均一に流延した。ステンレスベルト支持体で、残留溶媒量が１００％になるまで溶媒を
蒸発させ、ステンレスベルト支持体上から剥離した。セルロースエステルフィルムのウェ
ブを３５℃で溶媒を蒸発させ、１．６５ｍ幅にスリットし、１６０℃の熱をかけながらテ
ンターでＴＤ方向（フィルムの幅手方向）に３０％、ＭＤ方向（搬送方向）に延伸倍率１
％で延伸した。延伸を始めたときの残留溶媒量は２０％であった。その後、１２０℃の乾
燥装置内を多数のローラで搬送させながら１５分間乾燥させた後、１．４９ｍ幅にスリッ
トし、フィルム両端に幅１５ｍｍ、高さ１０μｍのナーリング加工を施し、巻芯に巻き取
り、延伸フィルム１７を得た。延伸フィルムの残留溶媒量は０．２％であり、膜厚は４０
μｍ、巻数は３９００ｍであった。
【０２６１】
　延伸フィルム１７の配向角θは、王子計測器社製のＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨを用いて測
定した結果、フィルム長手方向に対して９０°±１°の範囲にあった。
【０２６２】
　〔延伸フィルム１８の作製〕
　上記延伸フィルム１７の作製において、主ドープの調製として、エステル化合物１に代
えて、トリフェニルホスフェート８質量部とエチルフタリルエチルグリコレート２質量部
を添加し、更に延伸時のテンター温度を１１５℃、ＴＤ方向の延伸倍率を１０％に変更し
た以外は同様にして、延伸フィルム１８を作製した。
【０２６３】
　延伸フィルム１８の配向角θは、王子計測器社製のＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨを用いて測
定した結果、フィルム長手方向に対して９０°±１°の範囲にあった。
【０２６４】
　《延伸フィルムの特性値の測定》
　〔リターデーションと波長分散性〕
　上記作製した各延伸フィルムについて、２３℃、５５％ＲＨの環境下で、株式会社オプ
トサイエンス社製のＡｘｏＳｃａｎ　ＯＰＭＦを用いて、下式に従って、５５０ｎｍにお
ける面内リターデーション値Ｒｏ（５５０）と、膜厚方向のリターデーション値Ｒｔｈ（
５５０）を測定した。
【０２６５】
　加えて、６５０ｎｍにおける面内リターデーション値Ｒｏ（６５０）を測定し、Ｒｏ（
５５０）／Ｒｏ（６５０）で求めた比の値で、波長分散性を表した。
【０２６６】
　Ｒｏ（５５０）＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ（単位：ｎｍ）
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　Ｒｔｈ（５５０）＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ｝×ｄ（単位：ｎｍ）
　式中、ｎｘは、フィルム面内の遅相軸ｘ方向における屈折率を表す。ｎｙは、フィルム
面内のｘ方向に直交するｙ方向における屈折率を表す。ｎｚは、フィルムの厚さ方向にお
ける屈折率を表す。ｄは、フィルムの膜厚（ｎｍ）を表す。各々の屈折率は、２３℃、５
５％ＲＨの環境下で、測定波長５５０ｎｍで測定した。
【０２６７】
　〔紫外線透過率の測定〕
　Ｓｐｅｃｔｒｏｐｈｏｔｏｍｅｔｅｒ　Ｕ－３２００（日立製作所製）を用い、各延伸
フィルムの分光吸収スペクトルを測定し、３８０ｎｍにおける透過率（％）を求めた。
【０２６８】
　〔最大弾性率の測定〕
　２３℃、５５％ＲＨの環境下で、各延伸フィルムを２４時間調湿し、ＪＩＳ　Ｋ７１２
７に記載の方法に準じて、引っ張り試験器としてオリエンテック（株）製のテンシロンＲ
ＴＡ－１００を用いて、弾性率を求めた。試験片の形状は１号形試験片で、試験速度は１
０ｍｍ／分の条件で、任意方向に対し０°から１５°毎の方向に測定し、求めた弾性率の
うち最大のものを最大弾性率として求めた。なお、全ての延伸フィルムの最大弾性率の方
向は、延伸方向と一致した。
【０２６９】
　以上により得られた結果を、表２に示す。
【０２７０】
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【表２】

【０２７１】
　表２に記載の結果より明らかなように、延伸フィルム１～１６は、リターデーション値
Ｒｏ（５５０）の値から、全てλ／４板であり、特に、延伸フィルム１～１４では、配向
角がフィルム長手方向に対して傾斜していることが分かる。また、紫外線吸収剤を含有さ
せた延伸フィルム１４、１７及び１８は、いずれも紫外線透過率が低い特性を備えており
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、紫外線遮断効果を備えていることが分かる。
【０２７２】
　《円偏光板の作製》
　〔円偏光板１０１の作製〕
　厚さ１２０μｍのポリビニルアルコールフィルムを、１軸延伸（温度１１０℃、延伸倍
率５倍）した。
【０２７３】
　このフィルムを、ヨウ素０．０７５ｇ、ヨウ化カリウム５ｇ、水１００ｇからなる水溶
液に６０秒間浸漬した。次いで、ヨウ化カリウム６ｇ、ホウ酸７．５ｇ、水１００ｇから
なる６８℃の水溶液に浸漬した。これを水洗、乾燥して、偏光子を作製した。
【０２７４】
　次いで、下記工程１～５に従って、偏光子と、偏光子の一方の面側にはλ／４板として
上記作製した延伸フィルム１と、偏光子の他方の面側（裏面側、視認側）には、視認側保
護フィルムとして延伸フィルム１７を、それぞれ長手方向を合わせるようにロールｔｏロ
ール（表３には、ＲｔｏＲと記載。）で貼り合わせて、円偏光板１０１を作製した。
【０２７５】
　工程１：延伸フィルム１と延伸フィルム１７とを、６０℃の２モル／Ｌの水酸化ナトリ
ウム溶液に９０秒間浸漬し、次いで、水洗及び乾燥して、それぞれの延伸フィルムの偏光
子と貼合する面側を鹸化した。
【０２７６】
　工程２：上記作製した偏光子を、固形分が２質量％のポリビニルアルコール接着剤溶液
中に１～２秒浸漬した。
【０２７７】
　工程３：工程２で偏光子に付着した過剰の接着剤を軽く拭き取り、これを工程１で処理
した延伸フィルム１上に、配置した。
【０２７８】
　工程４：工程３で積層した延伸フィルム１と偏光子と、延伸フィルム１７とを圧力が２
０～３０Ｎ／ｃｍ２、搬送スピードが約２ｍ／分の条件で貼合した。
【０２７９】
　工程５：８０℃の乾燥機中に、工程４で作製した偏光子と延伸フィルム１と延伸フィル
ム１７とを貼り合わせた試料を、２分間乾燥して円偏光板１０１を作製した。
【０２８０】
　〔円偏光板１０２～１１４の作製〕
　上記円偏光板１０１の作製において、λ／４板として用いた延伸フィルム１を、それぞ
れ延伸フィルム２～１４に変更した以外は同様にして、円偏光板１０２～１１４を作製し
た。
【０２８１】
　〔円偏光板１１５の作製〕
　上記円偏光板１０１の作製において、λ／４板として用いた延伸フィルム１を延伸フィ
ルム１５に変更し、更に、工程３以降の操作を、下記の方法に変更し、枚葉貼合により、
円偏光板１１５を作製した。
【０２８２】
　予め、λ／４板である延伸フィルム１５、視認側保護フィルムである延伸フィルム１７
及び偏光子を、１２９６ｍｍ×７８４ｍｍの長方形に切り出してから、円偏光板１０１作
製に用いた工程３～５と同様の工程により、各フィルムを貼合して、円偏光板１１５を作
製した。この作製方法を、「枚葉貼合」と称し、表３に記載。なお、各フィルムを断裁す
る際、延伸フィルム１５は、長軸方向（長さ１２９６ｍｍの方向）が搬送方向と４５°に
なる角度で断際し、偏光子と延伸フィルム１７は長軸方向が搬送方向と９０°になる角度
で断裁した。
【０２８３】
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　〔円偏光板１１６の作製〕
　上記円偏光板１１５の作製において、λ／４板として用いた延伸フィルム１５を延伸フ
ィルム１６に変更した以外は同様にして、枚葉貼合により、円偏光板１１６を作製した。
【０２８４】
　〔円偏光板１１７及び１１８の作製〕
　上記円偏光板１０５の作製において、視認側保護フィルムを、延伸フィルム１７に代え
て、それぞれ延伸フィルム１８、１４を用いた以外は同様にして、円偏光板１１７及び１
１８を作製した。
【０２８５】
　〔円偏光板１１９の作製〕
　上記円偏光板１１４の作製において、視認側保護フィルムを、延伸フィルム１７に代え
て、延伸フィルム１４を用いた以外は同様にして、円偏光板１１９を作製した。
【０２８６】
　《有機ＥＬ画像表示装置の作製》
　〔有機ＥＬ画像表示装置１０１の作製〕
　（有機ＥＬ素子１の作製）
　ガラス基板の一方の面上に、ＩＴＯセラミックターゲット（Ｉｎ２Ｏ３：ＳｎＯ２＝９
０質量％：１０質量％）を用い、ＤＣスバッタリング法により、厚さ１２０ｎｍのＩＴＯ
透明膜からなる陽極を形成した。その後、超音波洗浄を行った後、紫外線オゾン方式で洗
浄した。
【０２８７】
　次に、ＩＴＯ透明膜を有するガラス基板を抵抗加熱式真空蒸着装置内に固定し、真空蒸
着装置内のモリブデン製ボートにＮ，Ｎ′－ジフェニル－Ｎ，Ｎ′－ビス－（３－メチル
フェニル）－［１，１′－ビフェニル］－４，４′－ジアミン（以下、ＴＰＤと略記する
。）を装着し、別のモリブデン製ボートに、トリス（８－キノリノール）アルミニウム（
以下、Ａｌｑと略記する）を装着した。真空チャンバー内を１×１０－４Ｐａの減圧状態
として、モリブデン製ボートに通電してＴＰＤを２２０℃に加熱し、ＩＴＯ透明膜上に、
厚さ６０ｎｍのＴＰＤ膜からなる正孔輸送層を形成した後、Ａｌｑを装着したモリブデン
製ボートに通電してＡｌｑを２７５℃に加熱し、正孔輸送層上に厚さ６０ｎｍのＡｌｑ膜
（発光層）を形成した。
【０２８８】
　次いで、発光層上にモリブデン製ボートに装着したマグネシウムと、別のモリブデン製
ボートに装着した銀をそれぞれ加熱し、真空チャンバー内を２×１０－４Ｐａの減圧状態
として２元同時蒸着方式により、Ｍｇ・Ａｇ合金（Ｍｇ／Ａｇ＝９／１）からなる厚さ１
００ｎｍの陰極を形成して、緑色（主波長５１３ｎｍ）に発光する有機ＥＬ素子１を作製
した。
【０２８９】
　作製した有機ＥＬ素子１の発光面積は１２９６ｍｍ×７８４ｍｍとした。また、この有
機ＥＬ素子１に６Ｖの直流電圧を印加した際の正面輝度は、１２００ｃｄ／ｍ２であった
。正面輝度の測定は、コニカミノルタオプティクス社製分光放射輝度計ＣＳ－１０００を
用いて、２°視野角正面輝度を、発光面からの法線に分光放射輝度計の光軸が一致するよ
うにして、可視光波長４３０～４８０ｎｍの範囲を測定し、積分強度をとった。
【０２９０】
　（有機ＥＬ画像表示装置の組み立て）
　上記作製した有機ＥＬ素子１のガラス基板とは反対側の面に、図１の記載の構成となる
ように、円偏光板１０１を、アクリル系粘着剤を介して貼付け、有機ＥＬ画像表示装置１
０１を作製した。
【０２９１】
　この有機ＥＬ画像表示装置１０１は、λ／４板の最大弾性率方向がパネルの長尺方向に
対して、４５°±１°の角度を持って配置されている。
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　〔有機ＥＬ画像表示装置１０２～１１９の作製〕
　上記有機ＥＬ画像表示装置１０１の作製において、円偏光板１０１を、それぞれ円偏光
板１０２～１１９に変更した以外は同様にして、有機ＥＬ画像表示装置１０２～１１９を
作製した。
【０２９３】
　《有機ＥＬ画像表示装置の評価》
　上記作製した各有機ＥＬ画像表示装置について、下記の各評価を行った。
【０２９４】
　〔外光反射防止効果の評価：視認性の評価〕
　上記作製した各有機ＥＬ画像表示装置を、２３℃、５５％ＲＨの環境下で４８時間保存
して安定化させた後、電圧を印加せず、発光させない状態で、外部照明（蛍光灯）の照度
が約１０００ｌｘの観察環境下で、正面の方向から反射色の黒味レベルを目視評価し、下
記の基準に従って、外光反射防止効果を評価した。
【０２９５】
　◎：全く外光反射は、認められない
　○：僅かに外光反射は認められるが、ほぼ気にならないレベルである
　△：外光反射がやや認められ、気になるレベルである
　×：明らかな外光反射が認められ、極めて気になるレベルである
　〔たわみ耐性の評価：耐久性の評価〕
　上記作製した各有機ＥＬ画像表示装置を、４０℃の環境下で１０００時間保管した後、
有機ＥＬ画像表示装置（パネル）のたわみの度合いを評価した。
【０２９６】
　具体的は、図５に示す方法で測定した。図５において、Ａは上記高温保存した後の有機
ＥＬ画像表示装置（パネル）を上部から観察した状態を示してある。Ｘは、高温保存を行
う前の有機ＥＬ画像表示装置（パネル）の前面部の位置を示しており、全長は１２９６ｍ
ｍである。Ｙは高温保存処理により生じた端部のたわみ量を表す。本発明においては、こ
のたわみ量Ｙを、たわみ耐性の尺度とした。
【０２９７】
　〔耐光試験後の輝度劣化耐性の評価：耐光性の評価〕
　上記作製した各有機ＥＬ画像表示装置の視認面側より、耐光フェードメーター（キセノ
ンアーク灯５００Ｗ）を用いて、紫外線を４日間連続して照射した後、表面部にある円偏
光板Ｃを剥がし、有機ＥＬ素子１を取り出し、この有機ＥＬ素子１に６Ｖの直流電圧を印
加した際の正面輝度Ｂを測定した。正面輝度の測定は、コニカミノルタオプティクス社製
分光放射輝度計ＣＳ－１０００を用いて、２°視野角正面輝度を、発光面からの法線に分
光放射輝度計の光軸が一致するようにして、可視光波長４３０～４８０ｎｍの範囲を測定
し、積分強度をとった。
【０２９８】
　次いで、耐光試験を行っていないブランクの有機ＥＬ素子１の６Ｖを印加したときの正
面輝度Ａ（前出：１２００ｃｄ／ｍ２）に対する上記測定した耐光試験後の正面輝度Ｂの
正面輝度の劣化率を下式により求め、この正面輝度の劣化率を、耐光性の尺度とした。
【０２９９】
　　　正面輝度の劣化率（％）＝〔（正面輝度Ｂ－正面輝度Ａ）／正面輝度Ａ〕×１００
　以上により得られた各評価結果を、表３に示す。
【０３００】
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【表３】

【０３０１】
　表３に記載の結果より明らかなように、本発明の有機ＥＬ画像表示装置は、比較例に対
しパネルのたわみが小さく、視認性、耐久性にも優れていることが分かる。
【０３０２】
　また、本発明に係るλ／４板又は視認側保護フィルムに紫外線吸収剤を含有させた円偏
光板１１４及び１１９を用いた有機ＥＬ画像表示装置は、特に耐光性に優れていることが
分かる。
【０３０３】
　また、本発明に係る斜め延伸で作製したλ／４板は、ロールｔｏロールでの偏光板作製
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が可能であり、生産性に優れていることが分かる。
【０３０４】
　実施例２
　《立体画像に対応した有機ＥＬ画像表示装置の作製》
　下記の方法に従って、図６に記載の構成からなる有機ＥＬ表示装置を製造した。
【０３０５】
　〔有機ＥＬ素子の作製〕
　有機ＥＬ素子Ｂは、ガラス基板１上にクロムからなる反射電極、反射電極上に陽極とし
てＩＴＯを成膜し、陽極上に、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）－ポリスチ
レンスルホネート（ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳと略記、Ｂａｙｅｒ製、Ｂａｙｔｒｏｎ　Ｐ　Ａ
ｌ　４０８３）を用いて正孔輸送層を形成し、正孔輸送層上にシャドーマスクを用いて、
ＲＧＢそれぞれの発光層を形成した。赤色発光層Ｒとしては、ホストとしてＡｌｑ３と、
発光性化合物としてＤＣＭ［４－（ｄｉｃｙａｎｏｍｅｔｈｙｌｅｎｅ）－２－ｍｅｔｈ
ｙｌ－６（ｐ－ｄｉｍｅｔｈｙｌａｍｉｎｏｓｔｙｒｙｌ）－４Ｈ－ｐｙｒａｎ］とを共
蒸着（質量比９９：１）して形成した。緑色発光層Ｇとしては、ホストとしてＡｌｑ３と
、発光性化合物としてクマリン６とを共蒸着（質量比９９：１）して形成した。青色発光
層Ｂとしては、ホストとしてＢＡｌｑと、発光性化合物としてＰｅｒｙｌｅｎｅを共蒸着
（質量比９０：１０）して形成した。
【０３０６】
【化１３】

【０３０７】
　さらに、発光層上に電子が効率的に注入できるような仕事関数の低い第１の陰極として
カルシウムを真空蒸着法により４ｎｍの厚さで成膜し、第１の陰極上に第２の陰極として
アルミニウムを２ｎｍの厚さで成膜した。ここで、第２の陰極として用いたアルミニウム
はその上に形成される透明電極をスパッタリング法により成膜する際に、第１の陰極であ
るカルシウムが化学的変質をすることを防ぐ役割がある。以上のようにして、有機機能総
層等を形成した。
【０３０８】
　次に、陰極上にスパッタリング法によって透明導電膜を成膜した。ここで透明導電膜と
してはＩＴＯを用いた。さらに、透明導電膜上にＣＶＤ法によって窒化珪素を２００ｎｍ
成膜することで、絶縁層６を形成した。
【０３０９】
　上記のように製作した有機ＥＬ素子Ｂと、偏光子の両側に本発明に係るλ／４板を搭載
した円偏光板１０２～１０７、１１１、１１４、１１５、１１７～１１９とを対向して接
着層を用いて固定化することで、立体画像に対応した有機ＥＬ画像表示装置を製造した。
【０３１０】
　製造した本発明の有機ＥＬ画像表示装置を、ＳＯＮＹ社製の３ＤメガネＴＤＧ－ＢＲ１
００をかけて正面からの外光反射防止効果とクロストークを視認評価した。いずれも外光
反射は気にならないレベルであり、クロストークも見られず優れた視認性を有する立体画
像表示装置であることを確認することができた。
【産業上の利用可能性】
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【０３１１】
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置は、大型画面であっても装置内の
温度上昇によるパネルのたわみがなく、視認性、耐久性及び耐光性に優れ、平面型照明、
光ファイバー用光源、液晶ディスプレイ用バックライト、液晶プロジェクタ用バックライ
ト、ディスプレイ装置等の各種光源に好適に利用できる。
【符号の説明】
【０３１２】
　Ａ　有機エレクトロルミネッセンス画像表示装置
　Ｂ　有機エレクトロルミネッセンス素子
　Ｃ　円偏光板
　１　透明基板
　２　金属電極
　３　ＴＦＴ
　４　有機発光層
　５　透明電極
　６　絶縁層
　７　封止層
　８　フィルム
　９　λ／４板
　１０　偏光子
　１１　偏光板保護層（保護フィルム）
　１２　反射防止層
　１３　接着層
　ＤＲ１　繰出し方向
　ＤＲ２　巻取り方向
　θｉ　繰出し角度（繰出し方向と巻取り方向のなす角度）
　ＣＲ，ＣＬ　把持具
　Ｗｏ　延伸前のフィルムの幅
　Ｗ　延伸後のフィルムの幅
　２１　未延伸フィルム
　２２－１　右側のフィルム保持開始点
　２２－２　左側のフィルム保持開始点
　２３－１　右側のフィルム保持手段の軌跡
　２３－２　左側のフィルム保持手段の軌跡
　２４　テンター
　２５－１　右側のフィルム保持終了点
　２５－２　左側のフィルム保持終了点
　２６　斜め延伸フィルム
　２７－１　フィルムの送り方向
　２８－１　テンター入り口側のガイドローラ
　２８－２　テンター出口側のガイドローラ
　２９　フィルムの延伸方向
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